
Ⅲ．平成２３年度

男女共同参画計画関連施策実施細目



（単位：千円）

重点目標 H23年度予算額
再掲事業の合計

（外数）

1 家庭・地域における男女共同参画の推進

（施策の方向と取組）

(1) 家庭、地域、職場におけるバランスのとれた生活への支援

(2) 地域におけるあらゆる分野での男女共同参画意識の浸透

(3) 子育て支援の充実

(4) 高齢者、障害者、外国人住民等への支援の充実

(5) 生活困難を抱える家庭への支援

2 働く場における男女共同参画の推進

（施策の方向と取組）

(1) 仕事と生活の両立のための職場環境づくり

(2) 多様な働き方ができる就業環境の整備と就業機会の確保

(3) 職業能力の開発

(4) ポジティブ・アクションの推進と女性のチャレンジへの支援

(5) 多様な働く場づくり（商工業・農林漁業等の自営業者、起業家等への支援）

3 男女間のあらゆる暴力の根絶と人権の尊重

（施策の方向と取組）

(1) セクシュアル・ハラスメント対策の推進

(2) ドメスティック・バイオレンス対策の推進

(3) 性暴力・ストーカー行為等あらゆる男女間の暴力に対する取組の推進

(4) 子ども・若者への男女間の暴力防止の教育・啓発の推進

(5) 性の尊重についての意識の浸透と教育の充実

(6) 生涯を通じた健康づくりと疾病予防の推進

4 男女共同参画意識の浸透と自立意識の確立

（施策の方向と取組）

(1) 男女共同参画推進のための広報・啓発

(2) 若者や男性に向けての戦略的な広報・啓発

(3) 男女共同参画の視点にたった学校等における教育・学習の推進

(4) 自立意識の醸成、キャリア形成への支援

(5) 男女共同参画を推進する人材の育成

(6) 公共の場における男女共同参画の視点に立った表現の促進

(7) 男女共同参画に関する調査・研究の推進

(8) 国際的な取組との協調

5 政策・方針決定過程への女性の参画促進

（施策の方向と取組）

(1) 行政における女性の参画拡大

(2) 事業者における女性の参画拡大への働きかけ

(3) 民間団体や地域活動における女性の参画拡大への働きかけ

(4) 女性のエンパワーメントの促進

19,071,898 979,442

2,048 30,067

関連施策合計

事業数 １９６事業

5,497,860 66,920

17,437 167,102

Ⅲ．平成23年度 男女共同参画関連施策実施細目

13,105,923 358,169

448,630 357,184

平成23年度 男女共同参画関連施策予算額
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重点目標１：家庭・地域における男女共同参画の推進

施策の方向と取組 (1) 家庭、地域、職場におけるバランスのとれた生活への支援

うち
緊急雇用
光交付金等

１－（１）
仕事と生活の調和推進会
議しが

再掲 4-(1) ①②

行労使、地域団体が連携・協働
し、一体となって仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の推進に
取り組むとともに、社会的機運の醸
成を図る。

男女共同
参画課

・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組

(-)
・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組
・シンポジウムの開催（11月20日）

１－（１） 拡充
仕事と生活の調和推進事
業

再掲 4-(1)
①②
④

男女共同参画社会の実現には、
仕事と生活の調和を推進し、意欲
ある女性が継続就労とキャリアアッ
プを図る環境整備と共に、男性の
育児家事への参画（チャレンジ）を
推進するための効果的取組が必
要である。このことから、昨今のイク
メンブームを活用しながら、男性の
意識改革、男女共同参画に係る
理解・浸透を促し、社会的気運を
高める。

男女共同
参画課

・「ファザーリング全国フォーラムinし
が」およびプレイベント「震災復興
チャリティーフォーラム」開催事業
・協働提案事業「笑っているしがの
母親・父親をどんどん増やそう！」
・メルマガ、HPによる発信

(946)

・手紙・ポスターコンクール
・啓発資材・資料の作成、配布
・シンポジウムの開催（11月20日）
・協働提案事業
実践につながる啓発の企画を公

募
提案団体等と協働で実施（10事

業）
・HPによる発信

１－（１） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③④

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

１－（１）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4)
①②
③④

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

１－（１） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①②
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急(3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

１－（１）
高等学校等開放講座開設
事業

本掲
①
③

県内の高等学校等がもつ人的・
物的教育機能を広く県民に開放
し、地域に根ざした特色のある講
座を開設する。

教育委員
会生涯学
習課

・県立学校で10講座程度を開
設。

開設時期 年間を通じて
-

・県立学校で11講座を開設。
開設時期 年間を通じて

１－（１） 淡海生涯カレッジ開設事業 本掲
②
③

公民館、県立高校、大学といっ
た地域の学習機関が連携して「環
境」などの地域課題について、体系
的な学習プログラムを提供すること
により、学習成果を生かした社会
参加を促進する。

教育委員
会生涯学
習課

・大津・草津・湖南・彦根・長浜の
5地域で5校を開設
学習テーマ ｢環境」・「健康｣等
募集定員合計 150名
開設期間 6月～1月

984

・大津・草津・湖南・彦根・長浜の
5地域で5校を開設
学習テーマ ｢環境」・「健康｣等
募集定員合計 170名
開設期間 6月～1月

１－（１） 家庭教育活性化推進事業 本掲
③
④

親同士の「語り合いを通した親育
ち」を促進するために作成した「家
庭教育学習資料」を活用した学習
を進行する進行役を養成する。

教育委員
会生涯学
習課

・ＰＴＡ子育て学習
講習会
（県内5か所で実施）

236
・ＰＴＡ子育て学習
講習会
（県内5か所で実施）

滋賀県男女共同参画計画～新パートナーしがプラン～ 平成２３年度関連施策一覧

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を進めることが、個人にとっても、事業者にとっても、社会全体にとっても重要であることの認識が根付くよう、広報をはじめとした意識啓発や様々な関心を高め
る事業に取り組みます。＜総合政策部・健康福祉部・商工観光労働部・教育委員会・関係部局＞
② 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に向け、県民一人ひとりの理解や合意形成を促進するため、県民や団体、事業者、行政が一体となって、協働で社会的気運を高めていきます。＜総
合政策部・健康福祉部・商工観光労働部・教育委員会・関係部局＞
③ 身近な家庭生活の中から男女共同参画が実践されるよう、家庭教育や生涯学習などの担い手となる人材を育成します。また、男女共同参画の視点から、家庭教育をはじめとする生涯学習を進めま
す。＜総合政策部・教育委員会＞
④ 地域、事業者等と連携を図り、男性の家庭生活・地域社会への参画を支援します。＜総合政策部・健康福祉部・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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１－（１） 企業内家庭教育促進事業 本掲
①
③

企業に勤務する保護者や、企業
関係者などの参加を得て、家庭教
育への参加に関する課題などを
様々な視点から取り上げる学習講
座を開催の支援をする。

教育委員
会生涯学
習課

・企業内家庭教育学習講座の支
援

-
・企業内家庭教育学習講座の支
援
（２企業３講座実施）

１－（１）
家庭教育協力企業協定制
度

本掲
①
③

家庭の教育をはじめ子どもを育て
る様々な営みを社会全体で支え
合うため、子どもの健やかな育ちの
ための５つの取組項目について、企
業および事業所と県教育委員会
が協定を結ぶ。

教育委員
会生涯学
習課

・家庭教育の向上に向けた職場づ
くりのために企業と県教育委員会
が協定を締結。
・協定企業は２項目以上の取組を
実施。
・県教育委員会は各企業の取組
をホームページで紹介。

315

・家庭教育の向上に向けた職場づ
くりのために企業と県教育委員会
が協定を締結。
・協定企業は２項目以上の取組を
実施。
・県教育委員会は各企業の取組
をホームページで紹介。
（１，００８事業所と協定締結）

合計（再掲事業除く） 1,535
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施策の方向と取組 (2) 地域におけるあらゆる分野での男女共同参画意識の浸透

うち
緊急雇用
光交付金等

１－（２）
「パートナーしがの強調週
間」啓発

本掲 ①②

県の強調週間（１０月）において、
チラシ作成による啓発を行うほか、
県、市町、民間が連携・協調して
男女共同参画の推進に取り組む。

男女共同
参画課

・啓発チラシの作成
・県市町集中啓発
・啓発ポスターによる広報・啓発

425

・パートナーしがの強調週間
啓発(10月10日～17日)

ちらし5,500部、
ポスター2,200部作成
後援：37企業・団体
県市町の取組：77事業

１－（２） 新規
滋賀県男女共同参画推進
条例制定１０周年記念事
業

本掲 ①②

男女共同参画意識の更なる浸
透をめざして男女共同参画社会の
実現に向けて気運醸成と取組の
推進を図る。

男女共同
参画課

・基調報告
・分科会

362

１－（２） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③④

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

１－（２）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4)
①②
③④

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

１－（２） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①②
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急(3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

１－（２） 県政情報の提供 本掲
各種広報媒体を通じて、男女共

同参画づくりに必要な情報を提供
し、意識の醸成を図る。

広報課

1.「滋賀ﾌﾟﾗｽﾜﾝ」の発行
2.ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵによる県政
番組の放送
・ﾃﾚﾋﾞ

県政週刊ﾌﾟﾗｽﾜﾝ(BBC)
手話ﾀｲﾑﾌﾟﾗｽﾜﾝ(BBC)

・ﾗｼﾞｵ
滋賀ﾌﾟﾗｽﾜﾝｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ (FM

滋賀)
3.新聞紙面広告
4.ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

137,513

1.「滋賀ﾌﾟﾗｽﾜﾝ」の発行
情報コーナー3回掲載
ふれあいプラスワン1回

2.ﾗｼﾞｵによる県政番組の放送
滋賀ﾌﾟﾗｽﾜﾝｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ (FM滋

賀) 1回
県政情報(ｺﾐｭﾆﾃｨFM) 3回

4.ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 常時掲載

１－（２）
減災協働コミュニティ滋賀モ
デル推進事業

本掲 ④

地域における自助、共助の担い
手である住民、企業・団体、学
校、ＮＰＯ等の構成員が連携、協
働の下、減災力、防災力を発揮す
るための実践・活動モデルを推進す
る。

防災危機
管理局

①モデル事業推進支援
ア 情報提供（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）
イ モデル事業に対する補助金交
付 （５件）
ウ 企画・検討支援
②モデル事業の評価

2,206

減災協働コミュニティ滋賀モデル構
築事業
①活動事例調査
②検討会の開催
③活動交流会の開催

１－（２） 新規
地域で育む防災・防犯活
動支援事業

本掲 ④

子どもが防災・防犯の知識や技
能を習得し、主体的に考え行動で
きるよう学習・体験活動を推進する
とともに、若者や女性、企業等の消
防団活動への理解や参加促進を
図ることで、地域防災力を高めるた
めの取組みを支援する。

防災危機
管理局

緊

女性、若者、企業などへの働きか
けとして消防学校一日体験入校
を実施し、消防団活動への理解を
深め入団の契機とする。
募集人員：100人程度
事業内容：避難誘導訓練、

救助活動等

3,392 緊急 3,392
－

１－（２）
県民学習集会（女性の部）
開催補助

本掲
②
③

部落解放と女性の解放を共通の
課題として、職場・地域・団体での
取組を深めていく研修会・つどいの
開催に対して補助する。

教育委員
会人権教
育課

・講演、分散会 405

部落解放第47回女性のつどいを
開催（平成22年11月13日）。パネ
ルディスカッションと分散会。
参加者194名

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 県民や事業者が男女共同参画社会についての理解を深め、家庭、地域社会、職場における男女共同参画の取組が加速するよう、対象やテーマ、年代に応じ、効果的な手法を用いて戦略的に啓
発・広報を進めます。＜総合政策部・全庁＞
② 社会的性別（ジェンダー）の視点に立って、地域の慣行に差別的取扱がないか見直しが進み、地域活動に男女が共に参画していけるよう、地域活動における男女共同参画の視点の定着をめざし、
様々な機会をとらえた啓発・広報を進めます。＜総合政策部・関係部局＞
③ 地域や職場で、主体的に男女共同参画を推進する団体やリーダーの育成を行います。＜総合政策部・関係部局＞
④ 地域における防災（災害復興を含む。）、防犯、地域おこし・まちづくり、観光、環境等の様々な分野の活動に男女が共に参画し、地域の課題を実践的に解決できるよう男女共同参画推進の取組の
核となる女性リーダーの発掘および育成を行います。＜総合政策部・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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１－（２）
県地域女性団体連合会事
業補助

本掲

①
②
③
④

青少年・高齢者問題等の対応、
女性の地位向上のため県地域女
性団体連合会が実施する諸事業
及びまちづくりの核となる地域女性
団体の資質向上や組織の活性化
を図るための事業に要する経費の
一部を補助する。

教育委員
会生涯学
習課

・ちふれんパワーアップセミナーの開
催
・石けん使用運動環境美化活動
・男女共同参画社会推進のため
の研修会

700

・団体長会、県地域女性団体研
究大会の開催
・水環境保全活動
・地域デビューリーダー養成講座22

合計（再掲事業除く） 145,003
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施策の方向と取組 (3)子育て支援の充実

うち
緊急雇用
光交付金等

１－（３） 拡充
仕事と生活の調和推進事
業

再掲 4-(1) ①

男女共同参画社会の実現には、
仕事と生活の調和を推進し、意欲
ある女性が継続就労とキャリアアッ
プを図る環境整備と共に、男性の
育児家事への参画（チャレンジ）を
推進するための効果的取組が必
要である。このことから、昨今のイク
メンブームを活用しながら、男性の
意識改革、男女共同参画に係る
理解・浸透を促し、社会的気運を
高める。

男女共同
参画課

・「ファザーリング全国フォーラムinし
が」およびプレイベント「震災復興
チャリティーフォーラム」開催事業
・協働提案事業「笑っているしがの
母親・父親をどんどん増やそう！」
・メルマガ、HPによる発信

(946)

・手紙・ポスターコンクール
・啓発資材・資料の作成、配布
・シンポジウムの開催（11月20日）
・協働提案事業
実践につながる啓発の企画を公

募
提案団体等と協働で実施（10事

業）
・HPによる発信

１－（３）
仕事と生活の調和推進会
議しが

再掲 4-(1) ①

行労使、地域団体が連携・協働
し、一体となって仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の推進に
取り組むとともに、社会的機運の醸
成を図る。

男女共同
参画課

・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組

(-)
・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組
・シンポジウムの開催（11月20日）

１－（３） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①⑧

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

１－（３）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①⑧

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

１－（３）
民生委員児童委員協議会
連合会活動費補助金

本掲
③
⑦

多様化する地域の福祉ニーズの
なか、民生委員児童委員が地域
福祉活動のリーダーとしての役割が
大きいことから、民生委員児童委
員協議会連合会が行う事業への
助成を通じて民生委員児童委員
の活動を支援する。

健康福祉
政策課

機関紙「ともしび」等の発行
3,400部 年4回

支部育成 14支部
単位民児協育成 113民児協

21,478

機関紙「ともしび」等の発行
3,400部 年4回

部門別等研修 2回
参加者471人

支部育成 14支部
単位民児協育成 113民児協

１－（３）
民生委員児童委員活動費
交付金

本掲
③
⑦

社会福祉の増進を図るため、民
生委員児童委員の活動費に要す
る経費を交付する。

健康福祉
政策課
子ども・青
少年局

民生委員児童委員の活動に要す
る経費を交付

民生委員児童委員
2,576人

145,600

民生委員児童委員の活動に要す
る経費を交付

民生委員児童委員
2,576人

１－（３）
民生委員児童委員研修事
業

本掲
③
⑦

民生委員児童委員の資質向上
を図るため、階層別研修を実施す
る。

健康福祉
政策課

民生委員児童委員研修
・４コース、４日
新任、中堅、会長、主任児童
委員向け

778

民生委員児童委員研修
・３コース、３日
中堅向け 196人
会長向け 130人
主任児童委員向け 194人

・新任（一斉改選時）向け
1,436人

１－（３） 新規
民生委員児童委員による
支え合い活動推進事業

本掲
③
⑦

民生委員児童委員による地域の
支え合い活動を推進するため、民
生員児童委員協議会連絡会が
行う事業への補助を行う。

健康福祉
政策課

・単位民児協研修支援（出前講
座）
・民生委員活動ＰＲリーフレット作
成配布
・単位民児協実態調査

1,500 -

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 男女が共に子育てにかかわり、子育ての喜びや悩み、責任をわかちあっていけるよう県民の意識を育むとともに、社会全体で子育てを支援する気運を高めていきます。＜総合政策部・健康福祉部・関係
部局＞
② 就労形態の多様化に対応して、低年齢児保育、延長保育、休日保育、病児・病後児保育など多様な保育の充実を推進します。＜健康福祉部＞
③ 子育てに関する孤独感や不安の解消を図るため、地域における子育て支援拠点の設置を促進するとともに、妊娠期を含めて、子育て支援情報の提供や、育児不安などへの相談等を行います。保護
者が育児疲れや急病の場合などに、保育所等において子どもを一時預かる一時預かり事業の実施を促進します。＜健康福祉部＞
④ 放課後児童クラブの設置、小学校の余裕教室や公民館等を利用した「放課後子ども教室」に対する支援など、児童の放課後等の安全・安心な活動拠点を設け、体験活動等を通して健全育成に向
けた取組を推進します。＜健康福祉部・教育委員会＞
⑤ 生まれる前から青年期まで、子ども・若者の成長に応じて、発達障害や不登校など様々な問題に対応するため、一貫した支援や相談体制、情報提供の充実を図ります。＜健康福祉部・教育委員会
＞
⑥ ＮＰＯや住民等が連携し、見守りや仲間づくりなど、身近な場で日常的、継続的に子育てを支援する取組を進めるなど、児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努めます。＜健康福祉部＞
⑦ ひとり親家庭に対する相談や生活の安定と向上、自立を図るための就業支援を推進します。＜健康福祉部＞
⑧ 子育て支援や多世代交流などに取り組む団体等の活動やネットワークづくりの支援を進めます。＜総合政策部・健康福祉部・関係部局＞
⑨ 子育てを応援するサービスの実施や、子育て中の親子が気軽に外出できる環境づくりなどの取組を広く企業や店舗に働きかけます。また、その趣旨に賛同した企業等を応援団として登録し、その取組を
県民に広く紹介します。＜健康福祉部＞
⑩ 未来を担う子どもたちを育てる大切な営みを社会全体で支え合うため、事業者に対し、家庭教育の向上に向けた取組や学校や地域での体験活動への技術力・専門性を生かした協力・支援の働きか
けを行います。＜教育委員会＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充

53



１－（３） 保育人材確保構築事業 本掲 ②

多様で安定的な保育所サービス
を確保し、利用しやすい保育所づく
りを促進するため、研修や就業支
援等による保育人材確保のための
仕組みづくりを進める。

子ども・青
少年局

保育士の資格を持ちながら、子育
て等の理由により保育現場から離
れている「潜在的保育士」の保育
人材バンク（保育人材無料職業
紹介所）への登録促進、情報提
供、現場復帰に向けた研修や実
習の実施等

3,680

・保育人材バンクの開設
平成22年度の状況
登録者数144人
求職者数97人
就職者数19人

・在宅保育士有資格者への就労
支援研修の実施
（６回）

１－（３） 延長保育促進事業 本掲 ②

保育所において、11時間の開所
時間の前後の時間に、さらに30分
以上の延長保育を行う事業に対し
て助成を行う。

子ども・青
少年局

実施保育所 97か所
※大津市除く 380,201

実施保育所 92か所
※大津市除く

１－（３）
低年齢児保育保育士等特
別配置事業

本掲 ②
１・２歳児が多く入所する保育所

において、保育士加配に対し助成
を行う。

子ども・青
少年局

低年齢保育保育士等特別配置
131人

131,000
低年齢保育保育士等特別配置
167人

１－（３） 特定保育事業 本掲 ②
週２、３日程度または午前か午

後のみ必要に応じて柔軟に対応す
る特定保育に対し助成を行う。

子ども・青
少年局

実施保育所 1か所
※大津市除く

540
実施保育所 1か所
※大津市除く

１－（３） 休日保育事業 本掲 ②
日曜・祝日に児童を受け入れる

休日保育に対し助成を行う。
子ども・青
少年局

実施保育所 15か所
※大津市除く

11,898
実施保育所 14か所
※大津市除く

１－（３） 病児・病後児保育事業 本掲 ②

保育所に通所中等の児童が病
気等の場合に一時的に保育する
病児・病後児保育に対し助成を行
う。

子ども・青
少年局

実施箇所 11か所
※大津市除く

35,349
実施箇所 11か所
※大津市除く

１－（３） 家庭的保育事業 本掲 ②
保育士が自身の居宅等で少人

数の子どもを保育するために要する
経費に対して助成を行う。

子ども・青
少年局

実施箇所数 5か所
※大津市除く

7,855
実施箇所数 5か所
※大津市除く

１－（３） 新規 家庭的保育推進事業 本掲 ②

市町が家庭的保育事業を実施
するための研修について、県で一括
して実施することにより、家庭的保
育者の効率的な育成と保育スキル
の向上を図る。

子ども・青
少年局

・基礎研修（家庭的保育者の就
業前研修）
・現任研修（全家庭的保育者に
対する研修）

2,005

１－（３） 児童館等運営費補助金 本掲 ④
児童館の運営に対し助成を行

う。
子ども・青
少年局

対象児童館 6か所
※大津市除く

21,144
対象児童館 6か所
※大津市除く

１－（３）
放課後児童クラブ施設整
備事業費補助金

本掲 ④
放課後児童クラブの施設整備を

行う。
子ども・青
少年局

整備箇所 11か所
※大津市除く

128,686
整備箇所 14か所
※大津市除く

１－（３）
放課後児童健全育成事業
費補助金

本掲 ④
放課後児童クラブの運営に対し

助成を行う。
子ども・青
少年局

実施クラブ 207クラブ
※大津市除く

561,591
実施クラブ 184クラブ
※大津市除く

１－（３）
子育て三方よしコミュニティ
推進事業

本掲 ①⑧

県全体の方向性を導くモデル的
な取り組みを実施し、特色ある子
育ち・子育て支援活動の掘り起こ
しと県内各地域への普及を図るとと
もに、県民、ＮＰＯ、企業等との協
働により、子育てを社会全体で支
えることについての県民全体での意
識醸成を行う。また、子育て支援に
関わる機関や活動従事者の相互
ネットワークを構築し、その機能強
化、活動の活性化を図る。

子ども・青
少年局

○親子冒険遊び場推進事業
・プレイリーダー養成研修
・体験・フィールドワーク
・冒険遊び場パンフレット作成

○子育て三方よし情報発信・共
有事業
・ＴＶ番組「すくすくすんぶん」の放

送
・子育て情報紙「すくすくすんぶ

ん」の配布
○子育て支援機関交流事業
・情報交換・連絡調整会議
・子育て支援機関のネットワーク

化の促進
○子ども未来基金事業

23,763

○子育て三方よしコミュニティ・モデ
ル事業
・冒険遊び場づくりの理解促進

講演会１回、参加者：134名
体験会２日、参加者：50名
講座 ４回、参加者：80名

・先進的な子育て支援事業の紹
介

見学60回、出前講座20回
・ＳＯＳを見逃さない地域子育て

支援事業の実施（守山市社会福
祉協議会で実施）
○子育て三方よし情報発信・共
有事業
・ＴＶ番組、ホームページで約140

の子育て支援団体を紹介
・乳幼児、小学生のいる家庭へ

の子育て情報紙の配布（計15,000
部）
○子育て支援機関総合ネットワー
ク構築事業
・情報交換・連絡調整会議
７回開催、出席者：延べ597人

○子ども未来基金事業
・49団体に対し、計8,544千円を

助成

１－（３） 淡海子育て応援団事業 本掲 ⑨

企業に子育てを応援する商品・
サービスの開発を働きかけ、賛同す
る企業を「子育て応援団」として登
録し、その情報を県民に発信する。

子ども・青
少年局

企業に対する淡海子育て応援団
の登録促進
子育て家庭に対する情報提供と
利用促進のための広報・啓発

866

企業に対する淡海子育て応援団
の登録促進
子育て家庭に対する情報提供と
利用促進のための広報・啓発

１－（３） 淡海子育てマイスター事業 本掲 ⑧

子育て支援活動に興味を持って
いる人材を対象として、子育て支
援に関する知識やスキルをより一層
深めるための学習機会を設け、子
育て支援活動の推進を図る。

子ども・青
少年局

子育て支援活動に携わる者および
子育て支援活動に関心を持つ者
に対して、子育てに関する専門的
な知識やスキルの修得を目的とし
た研修を実施

650

受講者数 210人
修了者数
子育て相談コース：56人
子育て支援コース：66人

※うち両コース受講者：32人

１－（３） 新規
男性の育児休業取得奨励
金支給事業

本掲 ①
中小企業における男性の育児休

業取得を促進するため、事業主に
奨励金を支給する。

子ども・青
少年局

常時雇用する従業員が300人以
下の企業において、事業所で男性
従業員が初めて育児休業を取得
した場合、一定の要件のもとに事
業主に対して奨励金を支給する。

3,000

１－（３） 拡充
母子家庭等就業・自立支
援センター事業

本掲 ⑦
母子家庭の母の雇用の促進を

図るため、就業支援を行う。
子ども・青
少年局

母子家庭等の就業を支援するた
め、就業相談、講習会実施、就
業情報等の提供等の支援サービ
スを実施
また、（仮称）滋賀マザーズジョブス
テーションが県立男女共同参画セ
ンター内に開設されるのにあわせ
て、同センター内にも母子家庭等
就業・自立支援センターを設置

14,273

母子家庭等の就業を支援するた
め、就業相談、講習会実施、就
業情報等の提供等の支援サービ
スを実施

就業者181人
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１－（３）
母子福祉指導対策事業
（母子自立支援員の設置
の設置および研修事業）

本掲 ⑦
母子自立支援員を設置し、母子

家庭の母の自立に向けた総合的
な支援を行う。

子ども・青
少年局

母子自立支援員（健康福祉事務
所２名、本庁２名）の設置と母子
家庭の母の自立支援

10,768
母子自立支援員（健康福祉事務
所２名、本庁２名）の設置と母子
家庭の母の自立支援

１－（３）
母子家庭等在宅就労支援
事業

本掲 ⑦

ひとり親家庭等が子育てと仕事の
両立を図りやすい働き方である在
宅就業の拡大に向けた環境整備
を行う。

子ども・青
少年局

在宅就業にかかる業務の開拓、
仕事の品質管理、従事者の能力
開発、相談支援等の一体的取り
組みを実践する。

35,592

在宅就業にかかる業務の開拓、
仕事の品質管理、従事者の能力
開発、相談支援等の一体的取り
組みを実践する。
基礎訓練受講者数 32人

１－（３） ほっと安心子育て支援事業 本掲 ③

育児疲れや育児不安を抱えた保
護者が無料利用権を活用して、保
育所等の一時預かりを必要なとき
に利用できるよう市町の取組を支
援する。

子ども・青
少年局

市町を通じて、０歳児の全保護者
を対象に一時預かり事業無料利
用券（半日券×２枚）を配布し、そ
の活用実績に応じた利用料の補
助および事業実施保育所等の実
施体制強化に対する支援（保育
士確保のための人件費補助）を実
施
あわせて、一時預かり無料券配布
等にかかる市町事務費を補助

72,200

１－（３）
子どもと家族を守る家づくり
事業

本掲 ③

育児疲れや育児不安などの理
由により家庭において子どもを養育
することが一時的に困難になった場
合、地域で子どもを一時的に預か
る「子どもと家族を守る家」を認定
することにより、市町における子育て
短期支援事業（ショートステイ）の
促進を図る。

子ども・青
少年局

養育者の希望者に対する認定研
修の実施
「子どもと家族を守る家」の登録

－
養育者の希望者に対する認定研
修の実施
「子どもと家族を守る家」の登録

１－（３）
学校・家庭・地域の連携に
よる教育支援活動促進事
業

本掲
①
④
⑥

地域住民等の参画による「学校支
援地域本部」「放課後子ども教
室」「家庭教育支援」の教委郁支
援活動を支援するとともに、各地
域の実情に応じたそれぞれの取組
を有機的に組み合わせることを可
能にし、より充実した教育支援活
動を支援する。

教育委員
会生涯学
習課

・学校の支援活動
（学校支援地域本部）
・放課後等の支援活動
（放課後子ども教室）
・家庭の支援活動
（家庭教育支援）

29,505

・放課後子どもプラン推進事業費
補助金
・県推進委員会の設置、コーディ
ネーター等研修の実施

１－（３）
家庭教育協力企業協定制
度

再掲 1-(1) ⑩

家庭の教育をはじめ子どもを育て
る様々な営みを社会全体で支え
合うため、子どもの健やかな育ちの
ための５つの取組項目について、企
業および事業所と県教育委員会
が協定を結ぶ。

教育委員
会生涯学
習課

・家庭教育の向上に向けた
職場づくりのために企業
と県教育委員会が協
定を締結。

・協定企業は２項目以上
の取組を実施。
・県教育委員会は各企業
の取組をホームページで
紹介。

(315)

・家庭教育の向上に向けた職場づ
くりのために企業と県教育委員会
が協定を締結。
・協定企業は２項目以上の取組を
実施。
・県教育委員会は各企業の取組
をホームページで紹介。
（１，００８事業所と協定締結）

合計（再掲事業除く） 1,643,922
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施策の方向と取組 (４）高齢者、障害者、外国人住民等への支援の充実

うち
緊急雇用
光交付金等

１－（４）
高齢者・障害者の生活支
援権利擁護推進事業

本掲 ①

認知症高齢者や知的障害者な
ど判断能力が不十分な人々に対
する権利侵害の防止、権利擁護
意識の醸成等を図る役割を担う権
利擁護センターに対し支援助成を
行う。
○地域福祉権利擁護事業
福祉サービスの利用援助や日常的
な金銭管理などの援助サービスの
実施

健康福祉
政策課

・相談窓口の設置
権利擁護相談

・地域福祉権利擁護事業
実施団体 19社協

98,118

①権利擁護センター相談業務
・一般相談 ８０８件
・専門相談(法律) １７件

②日常的な金銭管理サービス
（地域福祉権利擁護事業）
・実施団体 １９団体
・契約数 １，１６５件

１－（４）
福祉人材センター運営事
業委託

本掲 ④
社会福祉事業に従事する者を確

保し、資質の向上を図る。
健康福祉
政策課

・福祉人材センター事業運営委員
会
・啓発広報事業
・福祉人材無料職業紹介事業

7,200

・福祉人材センター事業運営委員
会の開催 ２回
・福祉無料職業紹介事業
求職相談 ２，９１９件
求人相談 １，１７２件

・福祉人材情報提供システムの運
用
・福祉人材情報誌の発行

月１回
・福祉人材センターリーフレットの作
成 １，０００部

１－（４）
福祉人材センター運営事
業補助

本掲 ④
社会福祉事業に従事する者の

資質の向上を図る。
健康福祉
政策課

福祉人材センター運営事業に対
する補助

11,978
福祉人材センター運営事業に対
する補助

１－（４）
福祉人材確保緊急対策事
業

本掲 ④

福祉人材の確保を図るため、若
者の福祉分野への進路選択の支
援を行うとともに、有資格の再就業
支援や他分野から福祉分野への
就業の支援、定着支援を行う。

健康福祉
政策課

・福祉・介護人材マッチング支援事
業
・職場体験事業
・複数事業所連携事業コーディ
ネート
・潜在的有資格者等再就業支援
研修
・複数事業所連携事業
・市町福祉人材確保定着支援事
業

92,229

・キャリア支援専門員の設置 ４名
・複数事業所連携事業のｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰの設置 1名
・定着相談・経営改善検討会
・福祉の職場総合就職フェアの開
催
・出張就職相談会
・就職先の開拓
・アドバイザーの派遣
・労務改善専門相談
・職場体験事業 体験者39人
・進路選択学生等支援事業

高校等訪問事業 10回
高校生等相談事業 8回
地域説明会 5回

・福祉・介護出前講座（住民向
け）

68回、参加者 2,072人
・福祉・介護出前講座（職員向
け）

241回、参加者 5,876人
・複数事業所連携事業

16ﾕﾆｯﾄ、参加事業所122施
設
・中学生向け啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作
成
・市町福祉人材確保定着支援事
業 4市町

１－（４）
福祉施設情報収集発信事
業

本掲 ④

福祉分野への就業を支援するた
め、福祉施設等の資料収集や整
理、データベースの作成・提供を行
う。

健康福祉
政策課

緊
相談員２名の設置
福祉施設の情報収集・提供

5,700 緊急 5,700
相談員２名の設置
福祉施設の情報収集・提供

１－（４）
福祉用具センター運営事
業

本掲 ④

福祉用具の普及を通じて、高齢
者や障害者の自立と社会参加の
促進ならびに介護者の負担軽減を
図るため、福祉用具センターの運
営を行う。

健康推進
課

・福祉用具ｾﾝﾀｰにおいて福祉
用具の展示、普及啓発、相
談、改造・製作、研修・指
導等を行う。

57,668

・福祉用具の展示・普及啓発
専門相談 494件
改造・製作 87件
研修 6ｺｰｽ

延べ 587人受講

１－（４）
県民主導介護予防地域づ
くり促進事業

本掲 ①

県民が自発的に介護予防に取り
組めるための気運醸成とサービスを
担う人材の育成ならびに市町の取
り組みを支援する。

元気長寿
福祉課

・市町支援委員会
・人材育成事業
・情報交換会

1,795

・市町支援委員会
委員会 1回、専門部会 3回

・人材育成事業
2回 269人

１－（４） 老人福祉施設管理運営費 本掲 ③
老人ホームにおける入所者の処

遇の向上を図るとともに、施設およ
び設備の整備を行う。

元気長寿
福祉課

・滋賀県社会福祉事業団に
指定管理委託（きぬがさ莊）

80,190

・滋賀県社会福祉事業団に指定
管理委託

安土荘、長浜荘、さつき荘
福良荘、きぬがさ荘

１－（４）
公私立等老人福祉施設整
備助成費

本掲 ③

社会福祉法人や医療法人等が
行う老人福祉施設、介護老人保
健施設等の整備に助成し、サービ
ス基盤の整備を推進する。

元気長寿
福祉課

・老人福祉施設 ４か所
517,500

・老人福祉施設等 4か所
・療養病床のグループホームへの転
換 1か所

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 高齢者や障害者、外国人住民等が共に社会を支える重要な一員として、地域で安心して自立した生活ができるよう、相談体制の充実や情報提供などの支援を行います。＜健康福祉部・商工観光
労働部・関係部局＞
② 高齢者や障害者の生きがいづくりやボランティア活動への参画支援等により、高齢者や障害者の地域社会活動・地域文化活動等への参加を働きかけます。＜健康福祉部＞
③ 高齢者や障害者等が快適な社会生活をおくれるよう、移動交通環境、公益的施設等の社会基盤の整備を推進します。＜健康福祉部・土木交通部・関係部局＞
④ 介護に対する意識を高めるとともに、介護についての正しい知識や技術の普及のほか、相談体制の充実を図ります。＜健康福祉部＞
⑤ 要介護高齢者ができるだけ住み慣れた地域での生活を続けられるよう、それを支えるサービス基盤の整備を進めます。＜健康福祉部＞
⑥ 外国人住民が日本人住民とともに地域活動に参画できるよう、文化的背景や考え方などについて、相互理解が進むよう支援を行います。＜商工観光労働部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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１－（４） 介護支援専門員養成事業 本掲 ④

要介護者からの相談に応じて、
適切なケアプランを策定する介護
支援専門員を養成するため、各種
の研修を実施する。

元気長寿
福祉課

・実務研修受講試験
・実務研修
・現任研修
・更新研修
・再研修
・名簿管理
・支援会議

41,113

・実務研修受講試験
10月24日 1,471人

・実務研修 307人
・現任研修 302人
・更新研修 230人
・再研修 39人
・名簿管理

１－（４）
長寿社会福祉センター管
理事業

本掲
②
④

レイカディア大学の運営、認知症
等に関する専門的研修および介
護支援専門員研修事業の実施な
らびに施設管理などを行う。

元気長寿
福祉課

・認知症等に関する専門的研修
および介護支援専門員研修事業
の実施
・レイカディア大学の運営、ホーム
ページ、情報誌発行等

119,216

・認知症等に関する専門的研修
・介護支援専門員研修
・レイカディア大学の運営
・ホームページ、情報誌発行

１－（４） 拡充
認知症対策等総合支援事
業

本掲 ④
地域において認知症高齢者や家

族に適切な支援が円滑に提供さ
れる体制整備を図る。

元気長寿
福祉課

・医療・相談支援事業
・介護・相談支援事業
・地域総合支援事業
・社会復帰・就労をめざす若年認
知症対策事業

43,191

・医療・相談支援事業
認知症疾患医療センター
４箇所指定
相談件数 1,226件

認知症相談医 261人
・介護・相談支援事業

もの忘れサポートセンター・しが
の運営

相談件数 442件
・地域総合支援事業

認知症理解のための連続講座
５回開催 延べ1,239人参加

１－（４）
介護保険サービスの質の確
保と向上支援事業

本掲 ⑤
介護サービス情報の公表制度の

環境整備などを通じ、介護保険
サービスの質の確保と向上を図る。

元気長寿
福祉課

・介護サービス情報の公表
環境整備事業

・外部評価調査員研修事業
・介護サービス事業者研修

ほか

10,547

・介護サービス情報の公表環境
整備事業

・外部評価調査員研修事業 85
人
・介護サービス事業者研修ほか

１－（４）
要介護認定等介護保険推
進事業

本掲 ⑤

介護保険制度の円滑な運営を
図るため、各市町で実施される要
介護認定が適正かつ構成に行わ
れるよう認定調査員や審査会委
員等の資質の向上を図るため、各
種の研修事業を実施する。

元気長寿
福祉課

・認定調査員研修
・審査会委員研修
・主治医研修
・介護認定審査会運営適正化研
修

2,118

認定調査員研修 80人
審査会委員研修 181人
主治医研修 119人
介護認定審査会運営適正化研
修 29人

１－（４）
介護基盤緊急整備等補助
金

本掲
③
⑤

市町が行う小規模型介護老人
福祉施設や認知症対応型グルー
プホーム等の介護基盤の緊急整
備特別対策事業に対し助成を行
う。

元気長寿
福祉課

・小規模特別養護老人ホーム
１か所

・認知症対応型グループホーム
１４か所

・小規模多機能型居宅介護
２１か所

・認知症対応型ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
１９か所

・夜間対応型訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝ
２か所

1,220,250

・小規模特別養護老人ホーム
6か所

・認知症対応型グループホーム
9か所

・小規模多機能型居宅介護
9か所

・認知症対応型ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
１か所

１－（４）
介護施設等開設準備経費
補助

本掲 ③

特別養護老人ホーム等の新規
開設に当たり、施設の円滑な開所
のため、開設準備に要する経費に
ついて助成を行う。

元気長寿
福祉課

・助成対象 ４１施設 定員633人 352,819 ・助成対象 30施設、定員636人

１－（４） 介護職員処遇改善交付金 本掲 ⑤

平成２１年度介護報酬の改定に
よる介護職員の処遇改善への取り
組みに加え、他の業種との賃金格
差をさらに縮め、介護が確固とした
雇用の場として成長していけるよ
う、介護職員の処遇改善を取り組
む事業者へ資金の交付を行う。

元気長寿
福祉課

介護職員の賃金改善や人事給
与等遇改善を行うため資金を交
付する。

1,679,846

・介護職員の賃金改善や人事給
与等遇改善を行うため資金を交
付する。

申請数 639件

１－（４）
介護職員等研修派遣支援
事業

本掲 ⑤

介護サービス事業所の現任職員
が資質向上のため各種研修へ参
加する場合に、事業所において不
足するサービス提供力を補うために
必要な代替職員を雇用することに
より、失業者の雇用創出と現任職
員のキャリアアップを図る。

元気長寿
福祉課

緊
１事業所につき代替１名、計90名
を雇用する。

90,720 緊急 90,720
事業実施 69事業所
雇用人数 72人

１－（４） 介護雇用プログラム事業 本掲 ⑤

離職失業者を新規雇用し、働き
ながら介護の資格を取得したり、介
護の実務を経験させることにより、
福祉・介護サービスを担う人材の確
保および質の向上を図る。

元気長寿
福祉課

緊

○働きながら資格をとるコース
・介護福祉士 １５人
・訪問介護員２級 ３０人
○有資格者向けコース

３５人
※人数はH23新規雇用分

402,301 緊急 402,301
・介護福祉士 13人
・訪問介護員２級 84人

（延べ）

１－（４）
住みよい滋賀を拓く成年後
見支援員雇用事業

本掲 ⑤

認知症などが原因で判断能力が
不十分な人への生活支援を行うた
め、ＮＰＯ法人が行う法人後見に
おいて、成年後見活動を補佐する
支援員を雇用する。

元気長寿
福祉課

成年後見支援員の雇用3名 13,899 成年後見支援員の雇用 3人

１－（４）
レイカディア振興事業費補
助

本掲 ②
県健康福祉祭の開催等、高齢

者の健康・生きがいづくり事業に対
して補助する。

元気長寿
福祉課

・全国健康福祉祭熊本大会
168人派遣予定

・シルバー作品展開催
2か所

16,920

・全国健康福祉祭石川大会
176人派遣

・シルバー作品展開催
2か所

１－（４）
老人クラブ活動費等補助
金

本掲 ②
単位老人クラブ、市町老人クラブ

連合会、小規模老人クラブが進め
る事業について補助する。

元気長寿
福祉課

・単位老人クラブ数 1,701
・市町老人クラブ連合会 18

52,048
・単位老人クラブ数 1,624
・市町老人クラブ連合会 18

１－（４）
県老人クラブ連合会運営
事業費等補助金

本掲 ②
(財)滋賀県老人クラブ連合会の

活動に要する経費に対して補助す
る。

元気長寿
福祉課

研修会・老人クラブ大会等の開
催、健康づくり推進員の派遣、啓
発資料の作成、老人クラブ活動に
関する調査の実施

10,263
研修会・老人クラブ大会等の開
催、健康づくり推進員の派遣、啓
発資料の作成

１－（４） 精神保健福祉相談事業 本掲 ①
精神障害者・家族の福祉の向上

を援助するため、保健所において
相談や訪問指導を行う。

障害者自
立支援課

精神障害者・家族の福祉の向
上を援助するため、保健所におい
て相談や訪問指導を行う。

2,269

保健師による随時相談
面接相談：1,483件
訪問相談： 453件
電話相談：4,741件

専門医による定期相談
来所相談： 155件
訪問相談： 15件
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１－（４）
精神保健福祉センター事
業費

本掲
①
③

高度・専門的機関としての相談
指導事業、精神保健福祉知識の
普及啓発、教育、研修、団体育
成等の事業を行うとともに、総合的
技術中枢機関として保健所・地域
医療機関をサポートする。

障害者自
立支援課

心の健康づくり推進事業
特定相談事業
技術指導・援助事業
教育研修事業
広報普及事業
こころのケアチーム派遣事業
退院促進事業

10,725

精神保健福祉相談
電話相談 1,474件
面接相談 1,005件

心の健康づくり事業
こころの電話相談 3,251件

特定相談事業
ｱﾃﾞｨｸｼｮﾝ（ｱﾙｺｰﾙ､薬物､ｷﾞｬﾝ

ﾌﾞﾙ依存関連）
学習会 3回 交流会 7回

思春期関連
教室 9回 交流会 24回

１－（４）
障害者生活支援センター
設置事業

本掲
①
③

福祉圏ごとに障害者生活支援セ
ンターを設置し、障害者の地域生
活を進める上での課題解決に向け
たアドバイス等を行う。

障害者自
立支援課

障害者生活支援センター設置

委託先 7福祉圏域 7法人
内容 生活支援センターによる関
係者ネットワークへのアドバイス

42,000

障害者生活支援センター設置

委託先 7福祉圏域 7法人
内容 生活支援センターによる関
係者ネットワークへのアドバイス

１－（４）
重症心身障害児（者）ケア
マネジメント支援事業①

本掲 ①

重症心身障害児（者）を対象に
地域で行うケアマネジメントに対し、
より専門的な立場からの全県的な
サポートを実施する。

障害者自
立支援課

委託先：びわこ学園
常勤ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ 1名
非常勤ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ 1名
人件費他

6,700

重症心身障害児者が地域で暮ら
すための相談支援～サービス調整
等を全県下の対象者に向け実施
した。
・相談者実人数：195人

１－（４）
発達障害者支援センター
設置事業

本掲
①
③

発達障害者に対する支援を総合
的に行うセンターとして、本人および
その家族からの相談に応じ、適切
な指導または助言を行うとともに、
関係機関や団体等とのネットワーク
づくりにより、発達障害者に対する
地域における総合的な支援体制
を整備し、福祉の向上を図る。

障害者自
立支援課

発達障害者に対する専門的な相
談支援、発達支援、就労支援を
行う中核的な拠点センターとして、
発達障害者および家族、または支
援者等に対する支援や関係者を
対象とした研修会等を実施

37,980

・相談支援
実相談人員 677人
延べ相談件数3,359件

・発達支援
実相談人員 46人
延べ相談件数 112件

・就労支援
実相談人員 136人
延べ相談件数 976件

１－（４） 拡充
働き・暮らし応援センター事
業

本掲 ①

障害者の地域での職業生活にお
ける自立と社会参加の促進を図る
ため、一般就労が困難な障害者の
就労の場の確保と職場の定着、お
よびこれに伴う日常生活の支援を
福祉圏域を単位に継続的に実施
する。

障害者自
立支援課
労働雇用
政策課

「働き・暮らし応援センター」への運
営補助【県1/2、市町1/2】
・障害者自立支援課 9,671千円
（就労ｻﾎﾟｰﾀｰの配置、体制強
化） 7箇所
・労働雇用政策課 13,268千円
（職場開拓員の設置、体制強化）
7箇所

22,939

「働き・暮らし応援センター」への運
営補助 【県1/2、市町1/2】
・障害者自立支援課（就労ｻﾎﾟｰ
ﾀｰの配置） 7箇所
・労政能力開発課（職場開拓員
の配置） 6箇所

１－（４） 障害者社会参加促進事業 本掲 ②
障害者の社会参加を促進するた

めのメニュー事業を実施する。
障害者自
立支援課

身体・知的障害者相談員活動強
化として身体障害者相談員研修
会を実施するほか、各種の生活訓
練事業や、障害者１１０番の運営
等を行う。

4,835

・身体・知的障害者相談員研修
研修受講者数
のべ 290 人

・障害種別に対応した各種生活
訓練 166回
・障害者１１０番運営事業

のべ相談対応件数 473件

１－（４）
社会参加推進センター事
業

本掲 ②
障害者の社会参加促進施策の

体系的・効果的・効率的な推進を
図る。

障害者自
立支援課

障害者社会参加推進ｾﾝﾀｰを設
置（県身体障害者福祉協会に委
託）し、障害者社会参加推進協
議会や、フォーラムの開催などをと
おして、障害者の社会参加の体系
的な推進を図る。

7,092

障害者関係団体からなる障害者
社会参加推進協議会を開催する
とともに、県内の主要駅、大型量
販店等２３カ所において、障害者
週間を啓発する活動を行った。

１－（４）
視覚障害者社会参加促進
事業

本掲 ②
視覚障害者に対する情報提供、

生活訓練、移動支援のための事
業を総合的に実施する。

障害者自
立支援課

点字広報等の発行やITによる情
報ネットワーク事業、点字や歩行
の訓練や家族教室の開催、さらに
点訳・音訳ボランティアの養成等を
行う。

4,949

視覚障害者の社会参加に向けた
点字広報発行事業、点字情報
ネットワーク事業、点訳・音訳ボラ
ンティア養成事業、移動介護従事
者の養成、指定居宅介護事業者
情報提供、家庭社会生活教室、
生活行動訓練、家族教室の開催
事業を実施した。

１－（４）
身体障害者自動車利用支
援事業

本掲 ②

重度身体障害者の社会参加を
促進するため、自ら以外の方が運
転する自動車の改造に要する経
費に対し助成する。

障害者自
立支援課

車椅子の昇降装置、固定装置等
の移動介護用装置を自動車に装
着・改造するために要する経費を
補助。（上限10万円）

自治振興交
付金

車椅子の昇降装置、固定装置等
の移動介護用装置を自動車に装
着・改造するために要する経費に
ついて、市町が補助する事業（上
限１０万円）に対し、助成した。

１－（４）
障害者ＩＴ活用総合推進事
業

本掲 ②

情報のバリアフリー化を進めること
により社会参加を促進し、社会的
自立の契機となるようＩＴ講習会の
開催、パソコンボランティアの養成・
派遣を行う。

障害者自
立支援課

障害者IT支援センターを核として、
視覚障害者向けＩＴ講習会の開催
や、パソコンボランティアの派遣事
業を実施する。

9,690

①視覚障害者向けＩＴ講習会
年 2回実施

②デジタル機器等相談支援
年間サポート件数

③ITサロンの運営支援 8カ所
④パソコンボランティアの派遣

2155人

１－（４）
盲ろう者社会参加促進事
業

本掲 ②

盲ろう者の社会参加を促進する
ため、盲ろう者向け通訳介助者の
派遣および生活訓練事業を実施
する。

障害者自
立支援課

通訳・介助者派遣事業および盲
ろう者生活訓練事業

12,748

①通訳・介助者派遣事業
派遣実績： 1,837件

②生活・訓練事業
参加者のべ 311名
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１－（４） 障害者相談員設置事業 本掲 ①
障害者相談員を設置し、障害者

の様々な相談に対応する。
障害者自
立支援課

身体障害者相談員の委託
H21.4～H23.3 H23.4～H25.3（2

年）
知的障害者相談員の委託
H21.6～H23.5 H23.6～H25.5（2

年）

4,480

身体障害者相談員の委託
任期H21.4～H23.3（2年）

知的障害者相談員の委託
任期H21.6～H23.5（2年）

１－（４）
聴覚障害者コミュニケーショ
ン確保対策事業

本掲 ②

聴覚障害者ｾﾝﾀｰにおいて、聴
覚障害のある方々のコミュニケー
ション確保のための事業を総合的
に実施し、聴覚障害者の社会参
加を促進する。

障害者自
立支援課

手話通訳者養成・派遣事業、要
約筆記者養成・派遣事業、字幕
入りビデオの制作・貸出等を行う。

16,262

聴覚障害者の社会参加に向け
た、手話ボランティア養成事業、手
話通訳者養成・派遣事業、手話
通訳者設置事業、要約筆記者
養成・派遣事業、聴覚障害者生
活訓練事業、字幕入りビデオ制作
貸出事業、映像発信事業、手話
通訳士養成講座開催事業、盲ろ
う者通訳介助者養成研修事業を
実施した。

１－（４） 市町地域生活支援事業費 本掲 ②

障害者および障害児がその有する
能力および適正に応じ、自立した
日常生活または社会生活を営む
事ができるよう地域の特性や利用
者の状況に応じた柔軟な事業形
態により効率的・効果的に実施す
るため、市町が実施する事業に対
し助成する。

障害者自
立支援課

市町への補助により、手話通訳の
設置や、各種の生活訓練事業、
点字や声の広報の発行や移動支
援事業など、身近な地域での支
援を活発化し、障害者の社会参
加を支援する。

227,426

市町地域生活支援事業の実施に
より、手話通訳の設置や点字広
報の発行、自動車免許取得支
援、重度身体障害者移動支援、
スポーツ・レクリエーション教室の開
催など、身近な地域における社会
参加の促進を図った。
・補助金交付先 19市町
・補助率 1/4

１－（４）
重症心身障害児（者）通園
事業

本掲 ①

在宅の重症心身障害児（者）や
重度障害者を対象に、通所の方
法により日常生活動作や運動機
能の訓練や指導を行う。

障害者自
立支援課

重症心身障害児（者）
通園事業A型 1か所
重症心身障害児（者）
通園事業B型 3か所

86,098

地域で生活する重症心身障害児
(者)への通所による訓練と、家族
への生活指導、療育指導等を
行った。

１－（４） 障害福祉サービス 本掲
①
②
③

障害者等に障害福祉サービスを
提供する。

障害者自
立支援課

事業実施市町への補助
(国1/2 県1/4)
（障害者自立支援法における介
護給付等対象事業）

3,750,320

事業実施市町への補助
(国1/2 県1/4)
（障害者自立支援法における介
護給付等対象事業）

１－（４）
障害者地域生活移行促進
事業(芸術振興)

本掲 ②
障害のある方の作品を常時展示

する場の設置や音楽祭を開催する
経費に対し助成する。

障害者自
立支援課

障害者が豊かさとゆとりを実感でき
る生活を実現するため、ギャラリー
の運営支援や音楽祭の開催など
により、創作・芸術活動の活性化
による社会参加の推進を図る。

93,000

障害者が豊かさとゆとりを実感でき
る生活を実現するため、ギャラリー
の運営支援や音楽祭の開催など
により、創作・芸術活動の活性化
による社会参加の推進を図る。

１－（４）
障害児・者地域活動推進
事業

本掲 ②

障害児・者団体等の各地域にお
ける活動に対して支援することによ
り、障害児・者の地域社会への参
加を促し、地域での自立生活実現
に向け、障害児・者に対する地域
住民の理解や認識を深めることを
目的とする。

障害者自
立支援課

障害児・者の自主的な社会参加
と自立を促し、地域住民の理解と
認識を深め、地域福祉の向上を
図ることを目的とした地域活動事
業や、地域啓発活動を行う団体
に対し、経費の一部を補助する。

4,000

障害児の療育活動や余暇活動、
障害者の外出支援活動、障害者
スポーツ活動、学習会活動等を実
施する団体に対し、経費の一部を
補助した。

１－（４）
地域活動支援センター運
営事業

本掲 ②

難病や薬物依存症など、現状で
は法制度による支援が受けられな
い障害者に対して、日中活動の場
を提供し、地域に根ざした障害者
の自立を促進する。

障害者自
立支援課

滋賀型地域活動支援センター事
業費補助金
予定箇所数 ４箇所

26,176

市町が行う滋賀型地域活動支援
センターの運営費補助に対し助成
した。
補助率1／2
箇所数４箇所

１－（４） 外国人住民等への支援 本掲 ①⑥

滋賀県国際協会が行う外国人
住民支援事業に補助を行うほか、
外国人と日本人が共に参画できる
機会を増やし、多文化共生の取
組の裾野を拡げるため「多文化共
生地域リソース育成事業」を実施
するなど、県、市町、NPO等団
体、県民が連携・協働を図りながら
多文化共生の地域づくりに取り組
む。

観光交流
局

・滋賀県国際協会が行う外国人
住民支援事業に補助
①子どもへの日本語指導者養成
講座
②外国人相談窓口の設置（ポ・ス
語）
③生活情報紙「みみタロウ」の発
行（ポ・ス・中（繁・簡）・英・ハ・日）
・多文化共生地域リソース育成事
業の実施
①NPO等団体からモデルとなる企
画案を公募
②多文化共生の視点を持った地
域づくりを推進するための講座の開
催
③災害時外国人サポーター養成
講座の開催

9,245

・滋賀県国際協会が行う外国人
住民支援事業への補助
①子どもへの日本語指導者養成
講座の開催 年１回
②外国人相談窓口の設置（ポ・ス
語） 相談件数 1,155件
③生活情報紙「みみタロウ」の発
行（ポ・ス・中（繁・簡）・英・ハ・日）
年6回 200,000部
・多文化共生地域リソース育成事
業の実施
①NPO等団体からモデルとなる企
画案を公募し委託実施
3団体3事業
②多文化共生の視点を持った地
域づくりを推進するための講座の開
催 年3回（各1日）
③災害時外国人サポーター養成
講座の開催 年1回（2日）

１－（４）
鉄軌道関連施設整備事業
（バリアフリー化設備整備）

本掲 ③

高齢者や障害者をはじめとした鉄
道利用者の円滑な移動の確保と
鉄道利用の促進を図るため、鉄道
沿線市町が取り組む鉄道駅におけ
るエレベーター、エスカレーター等の
整備について助成する。

交通政策
課

近江鉄道米原駅(H22繰越し)
コミュニティホール、WC

JR近江高島駅(H22繰越し)
EV②、WC

38,300

ＪＲ寺庄駅
自由通路、EV②、 →完成
WC

近江鉄道米原駅
コミュニティホール、WC

→H23繰越し
ＪＲ近江高島駅（11月補正）
EV②、WC →H23繰越し

１－（４） 交通安全施設整備事業 本掲 ③ 幅の広い歩道等の整備 道路課
歩道整備箇所
野洲停車場線他 51箇所

1,293,205
歩道等整備箇所
彦根近江八幡線他 44箇所

１－（４） 都市公園整備事業 本掲 ③
自然的環境を保全し、快適な都

市環境を確保するため、都市公園
の整備を行う。

都市計画
課

・びわこ地球市民の森の
「里の森ゾーン」の施設
整備

・湖岸緑地(中主吉川地区）
の整備

・びわこ文化公園の整備

209,865

・びわこ地球市民の森の「里の森
ゾーン」の施設整備
・湖岸緑地（中主吉川地区の整
備）
・びわこ文化公園整備
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１－（４） 県営住宅建設事業 本掲 ③

既設県営住宅の中で、特に老朽
化が著しく、狭小な住宅について、
公営住宅法に基づき「建替」や「住
戸改善」を行い、良質な住宅ストッ
クの確保に努め、高齢者や障害者
等が地域で安全に安心して暮らせ
るよう、また快適でゆとりと潤いのあ
る住環境となるよう整備を図る。

住宅課

石山団地
・第4期建替工事
(中耐5階建1棟36戸)
西本郷団地
・事務所解体
・第1期建替工事
(中耐5階建1棟24戸)
川辺団地
・第4期解体設計
・第4期解体工事
(簡二8棟45戸)

381,237

石山団地
・第4期建替工事
（中耐5階建1棟36戸）

古城が丘団地
・第2期解体設計
・第2期解体工事
（簡平7棟32戸）

西本郷団地
・事務所解体設計
・第1期建替設計
(中耐5階1棟24戸)
川辺団地
・測量登記

１－（４）
公益的施設等整備資金貸
付事業

本掲 ③

民間事業者が、「だれもが住みた
くなる福祉滋賀のまちづくり条例」に
基づき、公益的施設等を新設、ま
たは既存の改修を行う場合に低利
融資を実施する。

建築課 新規・過年度貸付 ９件 24,455 過年度貸付 7件

１－（４） 高齢化社会防犯対策事業 本掲 ①

高齢者が明るく、安心して暮らせ
るため、県下全域において高齢者
が被害にかかりやすい悪質商法等
の被害防止啓発パンフレットの作
成・配布、啓発用ビデオの活用事
業を行い、高齢者の安全対策の
推進と地域活動等への参加を促
進する。

警察本部
生活安全
企画課

高齢者対象の防犯教室、犯罪被
害防止教室等の実施

-

・高齢者対象の防犯教室の開催
（179回）
・振り込め詐欺、ひったくり被害防
止啓発チラシを作成し、防犯教
室、駅頭啓発等で配布

１－（４）
交通信号機の改良・高度
化事業

本掲 ③

高齢者や障害者等が積極的に
社会参画できるよう、交通信号機
に視覚障害者用付加装置の設置
などの改良・高度化を図る。

警察本部
交通規制
課

・視覚障害者用付加装置 12基
・歩車分離化 1基

13,862

信号機の高度化改良を推進す
る。
・高齢者等感応化 2基
・視覚障害者用付加装置 4基
・歩者分離化 1基

合計（再掲事業除く） 11,267,487
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施策の方向と取組 (５）生活困難を抱える家庭への支援

うち
緊急雇用
光交付金等

１－（５） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①②

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

１－（５） 拡充 相談室運営事業 再掲 3-(2) ②

男女共同参画センターにおいて、
性別による差別的取扱など男女
共同参画の推進を阻害する問題
や男女のこころと生き方に関わる相
談全般を受け付けるとともに、ＤＶ、
法律等の専門相談を実施する。

男女共同
参画セン
ター

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

火・土（ 9:00～12:00
13:00～17:00）

木（午前のみ）
男性相談（面接）

土（13:00～17:00）
・専門相談

法律相談 年18回
家族相談 月１回

・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営
担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 4回

(11,385) 光 (3,356)

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
相談件数 2,926件
うち面接 291件
うち電話 2,635件

・専門相談
法律相談 月１回 相談件数

43件
家族相談 月１回 相談件数

34件
・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営

担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 3回

１－（５）
民生委員児童委員協議会
連合会活動費補助金

再掲 1-(3) ①

多様化する地域の福祉ニーズの
なか、民生委員児童委員が地域
福祉活動のリーダーとしての役割が
大きいことから、民生委員児童委
員協議会連合会が行う事業への
助成を通じて民生委員児童委員
の活動を支援する。

健康福祉
政策課

機関紙「ともしび」等の発行
3,400部 年4回

支部育成 14支部
単位民児協育成 113民児協

(21,478)

機関紙「ともしび」等の発行
3,400部 年4回

部門別等研修 2回
参加者471人

支部育成 14支部
単位民児協育成 113民児協

１－（５）
民生委員児童委員活動費
交付金

再掲 1-(3) ①
社会福祉の増進を図るため、民

生委員児童委員の活動費に要す
る経費を交付する。

健康福祉
政策課
子ども・青
少年局

民生委員児童委員の活動に要す
る経費を交付

民生委員児童委員
2,576人

(145,600)

民生委員児童委員の活動に要す
る経費を交付

民生委員児童委員
2,576人

１－（５）
民生委員児童委員研修事
業

再掲 1-(3) ①
民生委員児童委員の資質向上

を図るため、階層別研修を実施す
る。

健康福祉
政策課

民生委員児童委員研修
・４コース、４日
新任、中堅、会長、主任児童
委員向け

(778)

民生委員児童委員研修
・３コース、３日
中堅向け 196人
会長向け 130人
主任児童委員向け 194人

・新任（一斉改選時）向け
1,436人

１－（５）
高齢者・障害者の生活支
援権利擁護推進事業

再掲 1-(4) ①

認知症高齢者や知的障害者な
ど判断能力が不十分な人々に対
する権利侵害の防止、権利擁護
意識の醸成等を図る役割を担う権
利擁護センターに対し支援助成を
行う。
○地域福祉権利擁護事業
福祉サービスの利用援助や日常的
な金銭管理などの援助サービスの
実施

健康福祉
政策課

・相談窓口の設置
権利擁護相談

・地域福祉権利擁護事業
実施団体 19社協

(98,118)

①権利擁護センター相談業務
・一般相談 ８０８件
・専門相談(法律) １７件

②日常的な金銭管理サービス
（地域福祉権利擁護事業）
・実施団体 １９団体
・契約数 １，１６５件

１－（５） 拡充
母子家庭等就業・自立支
援センター事業

再掲 1-(3) ②
母子家庭の母の雇用の促進を

図るため、就業支援を行う。
子ども・青
少年局

母子家庭等の就業を支援するた
め、就業相談、講習会実施、就
業情報等の提供等の支援サービ
スを実施
また、（仮称）滋賀マザーズジョブス
テーションが県立男女共同参画セ
ンター内に開設されるのにあわせ
て、同センター内にも母子家庭等
就業・自立支援センターを設置

(14,273)

母子家庭等の就業を支援するた
め、就業相談、講習会実施、就
業情報等の提供等の支援サービ
スを実施

就業者 181人

１－（５）
母子福祉指導対策事業
（母子自立支援員の設置
の設置および研修事業）

再掲 1-(3) ②
母子自立支援員を設置し、母子

家庭の母の自立に向けた総合的
な支援を行う。

子ども・青
少年局

母子自立支援員（健康福祉事務
所２名、本庁２名）の設置と母子
家庭の母の自立支援

(10,768）
母子自立支援員（健康福祉事務
所２名、本庁２名）の設置と母子
家庭の母の自立支援

１－（５）
母子家庭等在宅就労支援
事業

再掲 1-(3) ③

ひとり親家庭等が子育てと仕事の
両立を図りやすい働き方である在
宅就業の拡大に向けた環境整備
を行う。

子ども・青
少年局

在宅就業にかかる業務の開拓、
仕事の品質管理、従事者の能力
開発、相談支援等の一体的取り
組みを実践する。

(35,592)

在宅就業にかかる業務の開拓、
仕事の品質管理、従事者の能力
開発、相談支援等の一体的取り
組みを実践する。

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 地域で安心して生活ができるよう、地域活動団体との連携を図りながら、生活困難を抱える家庭への見守りや居場所づくり、子育て・介護の孤立防止などの活動やボランティア育成に対する支援を行
います。＜総合政策部・健康福祉部・教育委員会・関係部局＞
② 生活困難を抱える男女が適性や能力に応じて、自立した生活に向けて動きだすことができるよう、関係機関が連携し、情報提供や相談体制の充実を図ります。＜総合政策部・健康福祉部・商工観
光労働部・関係部局＞
③ 生活困難を抱える家庭の経済的な状況が子どもの将来に影響を及ぼさないように、経済的支援と併せ、進路指導や職業体験、キャリア教育などを推進します。＜教育委員会＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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１－（５）
滋賀県求職者総合支援セ
ンターの運営

本掲 ②

厳しい雇用情勢の中、離職を余儀
なくされた者等求職者の生活の安
定および再就職を図るため、「滋賀
県求職者総合支援センター」を運
営し、生活・就労に関する総合的
な相談支援を実施する。

労働雇用
政策課

緊

求職者総合支援センターの運営
・求職者生活相談員３名

多文化共生地域づくり支援セン
ターを併設
・外国人住民生活相談員２名
・通訳翻訳担当嘱託員６名

39,703 緊急 39,703

求職者総合支援センターの運営
・求職者生活相談員３名

多文化共生地域づくり支援セン
ターを併設
・外国人住民生活相談員２名
・通訳翻訳担当嘱託員６名

１－（５）
学校教育におけるキャリア教
育の実施

本掲 ③

将来、児童生徒が自立した社会
の担い手として育つよう、発達段階
に応じたキャリア教育を実施する。
実施に当たっては、家庭教育協

力企業･協定締結企業や地域の
事業所等に協力を依頼する。

教育委員
会学校教
育課

・小学校
職場訪問、福祉体験等

・中学校
中学生チャレンジウィーク事業
(5日間の職場体験）

・高等学校
職の担い手育成事業
普通科におけるｷｬﾘｱ教育推進
事業

8,273

中学生チャレンジウィーク事業99校
県教委主催の県中学生チャレンジ
ウィーク支援会議
8/23 11/22 2/10

中学生ﾁｬﾚﾝｼﾞｳｨｰｸ5周年ﾌｫｰﾗ
ﾑ 2/10
高等学校
職の担い手育成事業 8校

１－（５）
小・中・高進路指導連絡協
議会の開催

本掲 ③

小・中学校および高等学校の進
路指導担当教員を対象として進
路指導についての研究協議を行
う。

教育委員
会学校教
育課

・小学校進路指導主任連絡
協議会 5/20

・中高キャリア教育進路指導
連絡協議会 6/17

・高等学校進路指導連絡協議
会 5/16

・中高入試担当者連絡協議会
6/9

-

県教委主催の小学校進路指導
主任連絡協議会 5/21 5/27
中高キャリア教育進路指導連絡
協議会 6/18
高等学校進路指導連絡協議会
5/17
中高入試担当者連絡協議会
6/10

１－（５）
冊子「高等学校における進
路指導と学校の行う無料職
業紹介について」の発行

本掲 ③
進路指導と、職業紹介業務の円

滑な実施に向けての手引き書を発
行する。

教育委員
会学校教
育課

・冊子発行 -

進路指導と職業紹介業務の円滑
な実施に向けての手引書を発行し
た。
進路指導連絡協議会にて県立・
私立高等学校および国立・県立
特別支援学校（高等部を置かな
い学校を除く。）を対象に説明を
行った。
平成23年3月新規高等学校卒業
予定者の採用に関する連絡協議
会にて各関係機関対象に説明を
行った。

合計（再掲事業除く） 47,976
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重点目標２：働く場における男女共同参画の推進

施策の方向と取組 (1)仕事と生活の両立のための職場環境づくり

うち
緊急雇用
光交付金等

２－（１）
事業者等に対する啓発事
業の展開

本掲 ⑧

事業者団体研修および企業内
研修などにおける講演等の実施
を、あらゆる機会を捉えて積極的に
行う。

男女共同
参画課

随時 - 随時

２－（１）
仕事と生活の調和推進会
議しが

再掲 4-(1) ⑧

行労使、地域団体が連携・協働
し、一体となって仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の推進に
取り組むとともに、社会的機運の醸
成を図る。

男女共同
参画課

・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組

(-)
・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組
・シンポジウムの開催（11月20日）

２－（１）
「滋賀県特定事業主行動
計画」に基づく仕事と子育て
の両立支援

本掲 ⑦

「子育ては男女が協力して行うも
の」等の視点を大切に、仕事と子
育てが両立できる、より一層の職
場環境づくりを目指して、意識の啓
発や男性の主体的な育児への取
組の促進、また休暇制度等の充
実に取り組んでいく。

人事課

・男性職員の育児への取り組みを
引き続き促進
（「お父さんの子育てプラン」の作

成を呼びかけ）
・弾力的な勤務形態の周知と適
切な運用
（育児短時間勤務、早出遅出

勤務等）
・「子育てハンドブック」の作成

0

・男性職員の育児への取り組みを
引き続き促進
例）「お父さんの子育てプラン」

作成者：４７人
「県庁版子ども参観日」

参加者：１９２名
・弾力的な勤務形態の周知と適
切な運用
（育児短時間勤務、早出遅出

勤務等）

２－（１） 人権啓発推進事業 本掲 ⑧

すべての人の人権が尊重される
豊かな社会の実現を目指し、人権
尊重意識の高揚を図るため、多様
な人権啓発事業を実施する。

人権施策
推進課

・メディアミックス啓発事業
（テレビ、新聞、ポスター、啓発物
品による啓発の実施）
・人権啓発テレビ番組「湖国ふれ
あい紀行」の放送
・広報誌「ふれあいプラスワン」の発
行
・「じんけんフェスタしが2011」の開
催
・ラッピングバス人権啓発活動の実
施
・啓発冊子「こころやわらかく」の改
訂
・インターネット人権啓発事業
・人権啓発活動ネットワーク協議
会事業（滋賀レイクスターズの協力
による人権啓発活動の実施）

55,831

・メディアミックス啓発事業
（テレビ、ラジオ、新聞、ポスター、
近江鉄道車両広告、啓発物品に
よる啓発の実施）
・広報誌「ふれあいプラスワン」の発
行
・人権啓発テレビ番組「湖国ふれ
あい紀行」の制作・放送
・「じんけんフェスタしが2010」の開
催
・ラッピングバス人権啓発活動の実
施
・啓発冊子「ここから」の増刷
・人権の花運動の実施
・インターネット人権啓発事業
・人権啓発活動ネットワーク協議
会事業（滋賀レイクスターズの協力
による人権啓発活動の実施）

２－（１）
男性の育児休業取得奨励
金支給事業

再掲 1-(3) ①
中小企業における男性の育児休

業取得を促進するため、事業主に
奨励金を支給する。

子ども・青
少年局

常時雇用する従業員が300人以
下の企業において、事業所で男性
従業員が初めて育児休業を取得
した場合、一定の要件のもとに事
業主に対して奨励金を支給する。

(3,000)

２－（１）
医師確保総合対策事業
（女性医師の働きやすい環
境づくり）

本掲 ⑥

出産・育児等により臨床から離れ
た女性医師の再就業を支援するた
めに、臨床復帰に必要な研修を実
施するとともに、復帰時に必要な支
度金を貸与する。
また、女性医師が育児等と両立

しながら働き続けられる職場環境
の整備を促進する。

医務薬務
課

・女性医師臨床復帰支援事業
・女性医師臨床復帰奨励事業
・子育て医師のためのベビーシッ
ター費用補助事業
・女性医師のための職場環境改
善事業
・女性医師ネットワーク運営事業

10,393

・子育て医師のためのベビーシッ
ター費用補助事業 1病院
・女性医師職場環境改善事業
4病院

２－（１）
ワーク・ライフ・バランス企業
応援事業

本掲
①
②
③

企業において一般事業主行動
計画の策定が進むよう、コーディ
ネーターによる訪問、ワーク・ライフ・
バランス推進企業登録事業を実
施する。

労働雇用
政策課

・ワーク・ライフ・バランス推進コー
ディネーターの設置
・ワーク・ライフ・バランス推進企業
登録
・啓発リーフレットの作成

1,556

・ワーク・ライフ・バランス推進コー
ディネーターの設置
（滋賀県社会保険労務士会に

委託） 訪問件数 99件
・ワーク・ライフ・バランス推進企業
登録517件(累積)
・啓発リーフレットの作成

２－（１） 滋賀労働の発行 本掲
①
③

雇用の分野における各種法令、
制度や事業を広く事業者および勤
労者に周知・啓発する。

労働雇用
政策課

・年間4回発行
各回5,300部

2,528
・年間4回発行
各回5,300部

２－（１）
育児・介護休業者生活資
金貸付金

本掲 ⑤

育児・介護休業を取得した男女
勤労者を対象に、休業期間中に
必要な生活資金を融資し､生活の
安定を図る｡

労働雇用
政策課

新規貸付枠4件
貸付枠4,000千円

2,729
新規貸付 0件

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 事業主に対して、育児・介護休業法に基づく諸制度が活用されるよう啓発や働きかけを行います。＜商工観光労働部＞
② 事業主に対して、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実施が促進されるよう働きかけを行うとともに、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に取り組む企業
を「ワーク・ライフ・バランス推進企業」として登録し、企業名や取組内容を紹介し、好事例を情報提供します。＜商工観光労働部＞
③ 働く男女が家族の一員としての役割を果たすとともに、地域活動に積極的に参画できるよう、事業主に対し長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、ボランティア休暇、リフレッシュ休暇等の制
度の整備とそれらを利用しやすい職場風土づくりを働きかけ、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた働き方の実現に向けた取組を進めます。＜商工観光労働部＞
④ 契約事務を通して、次世代育成支援の取組を評価するなど、事業者の取組を促す仕組みづくりを進めます。＜総合政策部・商工観光労働部・土木交通部・会計管理局・全庁＞
⑤ 育児休業や介護休業を取得した労働者を対象に、休業期間中に必要な生活資金を融資し、生活の安定を図ります。＜商工観光労働部＞
⑥ 女性の医療従事者が、育児等と両立しながら働き続けられる職場環境の整備を促進するとともに、出産・育児等により一時的に離職した医療従事者の再就業を支援します。＜健康福祉部＞
⑦ 特定事業主行動計画に基づき、県が他の事業者の模範となるよう、男性の育児休業取得の促進をはじめ、仕事と家庭生活を両立できる環境づくりに率先して取り組みます。＜総務部・全庁＞
⑧ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に向けて、社会として取り組むため、事業者や団体、県民、行政など関係者がネットワークにより連携しながら、様々な主体による取組の推進を図って
いきます。＜総合政策部・健康福祉部・商工観光労働部・教育委員会＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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２－（１）

滋賀県建設工事入札参加
資格審査申請にかかる次
世代育成の取組状況の評
価

本掲 ④

滋賀県建設工事入札参加資格
審査申請にかかる主観点数の評
価において、「次世代育成」の取組
状況を加点評価する。

監理課

・「滋賀県ワーク・ライフ・バランス
推進企業」の登録のみ

＋１０点

・「滋賀県ワーク・ライフ・バランス
推進企業」の登録を行い、加えて
次世代育成支援対策推進法に
基づく「認定」を受けた場合

＋２０点

－

・「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推
進企業」の登録のみ
＋１０点

・「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推
進企業」の登録を行い、加えて次
世代育成支援対策推進法に基づ
く「認定」を受けた場合
＋２０点

２－（１） 育児休業者職場復帰研修 本掲 ⑥

育児休業取得職員に対し、より
スムーズな職場復帰をサポートする
ため実施する。職場復帰に伴う
様々な不安の解消とともに、仕事と
育児の両立への意識啓発を図る。
託児も実施。

病院事業
庁

看護業務を取り巻く状況、育児、
メンタルヘルス等の講義、意見交
換など

64
看護業務を取り巻く状況、育児、
メンタルヘルス等の講義、意見交
換など

２－（１） 病院内保育所の運営 本掲 ⑥

仕事と子育ての両立支援を図るた
め、医師、看護師等が監護する乳
幼児を対象に保育施設を設置し、
運営する。平成18年10月から夜間
保育も実施。

病院事業
庁

保育施設の運営
定員80人 夜間
定員5人

64,617
保育施設の運営
定員80人
夜間定員5人

２－（１） 院内保育所増築事業 本掲 ⑥
院内保育所の増築工事を実施
し、待機児童の解消を図る。

病院事業
庁

-
院内保育所を１室増築する。
12月末着工
3月末竣工

２－（１） 育児休業者職場復帰研修 本掲 ⑦

育児休業取得職員に対し、より
スムーズな職場復帰をサポートする
ものとして、平成１４年度から実
施。職場復帰に伴う様々な不安の
解消とともに、仕事と育児の両立へ
の意識啓発を図る。託児も実施。

政策研修
センター

県政の動き、職場における
メンタルヘルス等の講義、
先輩職員との交流など
平成23年9月 20名参加
平成24年2月実施
予定人数 約20名

129

県政の動き、職場におけるメンタル
ヘルス等の講義、先輩職員との交
流など
平成22年9月 21名 参加
平成23年2月 21名 参加

合計（再掲事業除く） 137,847
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施策の方向と取組 （２）多様な働き方ができる就業環境の整備と就業機会の確保

うち
緊急雇用
予算

２－（２） 拡充 女性のチャレンジ支援事業 再掲 2-(4) ④⑤

新たな社会的ニーズに対応して、
女性の多様なチャレンジや活躍を
支援するための取り組みを行う。
・女性のチャレンジ支援講座
・女性のチャレンジ支援ネットワーク
環境整備
・女性のためのチャレンジ相談事業
・チャレンジショップ支援事業
・マザーズビズカフェ事業

男女共同
参画セン
ター

緊

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援連絡会議の
開催
・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談
月2回
・チャレンジショップ支援
（起業サポーター、チャ
レンジショップアドバ
イザー）

・マザーズビズカフェの開催
月２回程度

・ﾆｭｰﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

(4,673) 緊急 (3,088)

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回 延べ299人

・ニューチャレンジ応援事業
年１回 90人

・女性の社会参画支援事業
年2回 71人

・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣
運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談

24回 60人
・チャレンジショップ支援

12店舗31人出店

２－（２） 拡充 相談室運営事業 再掲 3-(2) ③

男女共同参画センターにおいて、
性別による差別的取扱など男女
共同参画の推進を阻害する問題
や男女のこころと生き方に関わる相
談全般を受け付けるとともに、ＤＶ、
法律等の専門相談を実施する。

男女共同
参画セン
ター

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

火・土（ 9:00～12:00
13:00～17:00）

木（午前のみ）
男性相談（面接）

土（13:00～17:00）
・専門相談

法律相談 年18回
家族相談 月１回

・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営
担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 4回

(11,385) 光 (3,356)

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
相談件数 2,926件
うち面接 291件
うち電話 2,635件

・専門相談
法律相談 月１回 相談件数

43件
家族相談 月１回 相談件数

34件
・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営

担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 3回

２－（２）
淡海ネットワークセンター支
援事業

本掲 ⑤

地域づくりやまちづくり、福祉、環
境、文化等の様々な分野における
県民の自主的な社会貢献活動を
総合的に支援することを目的とする
(公財)淡海文化振興財団の運営
に必要な支援を行う。

県民活動
生活課

・情報提供事業
・市民活動組織基盤強化
事業

・人材育成事業
・未来ファンドおうみ事業

55,375

・情報提供事業
・市民活動促進基盤強化事業
・人材育成事業
第11期生25名が活動

・おうみＮＰＯ活動基金事業
2010助成 5団体
びわこ市民活動応援助成事業
5団体

２－（２） 新規
滋賀マザーズジョブステーショ
ンの設置

本掲 ④⑤

出産や子育てによる離職後、再就
職を希望する女性や仕事と子育て
の両立に悩む女性、社会へ一歩
踏み出したい女性を対象として、仕
事と子育ての両立に向けたアドバイ
ス、一時保育の実施、就労相談、
求人情報の提供や職業紹介など
一貫した就労支援をワンストップで
できるシステム（（仮称）滋賀マザー
ズジョブステーション）を整備する。

男女共同
参画課
労働雇用
政策課
子ども・青
少年局

緊

・就労支援相談（就労相談カウン
セリング・両立支援相談）
・母子家庭等就業・自立支援セン
ター
・子育て期の求職期間中や職業
訓練中の一時預かりの実施

30,140 緊急 2,146

２－（２） コミュニティビジネス支援費 本掲

コミュニティビジネス（ＣＢ）の創出
を促進するため、地域資源を活用
したＣＢを展開している社会起業
家、ＮＰＯ等に対して経営基盤強
化に向けた支援を行う。

商工政策
課

コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助

282
コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助
（９／２、１０／３０開催）

２－（２）
多文化共生地域づくり支援
センター

本掲 ⑦

滋賀県求職者総合支援センター
（労働雇用政策課所管）に多文化
共生地域づくり支援センターを併設
し、求職者生活相談員をおいて雇
用や生活の相談を行っている。（事
業費：労働雇用政策課計上）

観光交流
局

緊
求職者生活相談員を配置
８名（ポ・ス・中・タ語）

- -

滋賀県求職者総合支援センター
（労政能力開発課所管）に多文
化共生地域づくり支援センターを
併設し、求職者生活相談員をお
いて雇用や生活の相談を行った。
求職者生活相談員を配置
８名（ポ・ス・中・タ語）

２－（２）
ワーク・ライフ・バランス企業
応援事業

再掲 2-(1)
①
④

企業において一般事業主行動
計画の策定が進むよう、コーディ
ネーターによる訪問、ワーク・ライフ・
バランス推進企業登録事業を実
施する。

労働雇用
政策課

・ワーク・ライフ・バランス推進コー
ディネーターの設置
・ワーク・ライフ・バランス推進企業
登録
・啓発リーフレットの作成

(1,556)

・ワーク・ライフ・バランス推進コー
ディネーターの設置
（滋賀県社会保険労務士会に

委託） 訪問件数 99件
・ワーク・ライフ・バランス推進企業
登録517件(累積)
・啓発リーフレットの作成

２－（２） 滋賀労働の発行 再掲 2-(1)
①
④

雇用の分野における各種法令、
制度や事業を広く事業者および勤
労者に周知・啓発する。

労働雇用
政策課

・年間4回発行
各回5,300部

(2,528)
・年間4回発行
各回5,300部

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① パートタイム労働、派遣労働等の就業形態において労働条件の向上が図られるよう、関係法令の周知を進めます。＜商工観光労働部＞
② 育児や介護をしながら働く人やパートタイム、派遣で働く人等の労働に関する様々な相談に対応します。＜商工観光労働部＞
③ 関係機関と連携しながら、セクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントに関する研修の実施や相談窓口の充実を図ります。＜総合政策部・商工観光労働部＞
④ 子育てや介護に関する相談、情報の提供など、育児や介護を行う男女が働き続けやすい環境づくりを進めます。＜総合政策部・健康福祉部・商工観光労働部＞
⑤ 求職中の子育て期の女性に対し、保育情報の提供や就労相談、求人情報の提供、職業紹介、求職中や職業訓練時の一時預かりの実施などのワンストップ化に向けた取組を進めます。＜総合政策
部・健康福祉部・商工観光労働部＞
⑥ 若年求職者への就職相談、情報提供など各種就職支援がワンストップで雇用につながるよう窓口の充実を図ります。＜商工観光労働部＞
⑦ 離職を余儀なくされた者や経済的な困難を抱える求職者の生活の安定が図れるよう、生活支援や就労に関する総合的な支援に取り組むほか、特に外国人求職者からの相談にも対応します。＜商工
観光労働部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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２－（２） 滋賀県労働相談所の設置 本掲
②
③
④

企業における労働条件、労使関
係および雇用問題を中心に、労使
双方からの相談に応じることにより
労使関係の安定を図る。

労働雇用
政策課

・コラボしが21内に設置
（相談員１名常駐）

特別労働相談員
（弁護士）1名

6,233

・コラボしが21内に設置
（相談員１名常駐）

特別労働相談員
（弁護士）1名

相談件数591件

２－（２） 新規 男女雇用機会均等の推進 本掲 ③

職場における男女の均等な機会
と待遇の確保について､一層の定
着を図るため、労使をはじめ、社会
一般の認識と理解を深めるため、
セミナーを開催する｡

労働雇用
政策課

・基本セミナーの開催
・実践セミナーの開催

557
・男女協働セミナーの開催
6月29日（火）コラボしが21
参加者数 83名

２－（２）
ヤングジョブセンター滋賀の
運営

本掲 ⑥

若年求職者への就職相談、情報
提供等各種就職支援をワンストッ
プで行う「ヤングジョブセンター滋賀」
を運営し、若年者の就職を促進す
る。

労働雇用
政策課

・ヤングジョブセンター滋賀
の運営

・じっくり相談の実施
・就職面接会の開催
・就職関連情報の提供

25,343

・ヤングジョブセンター滋賀
の運営

・じっくり相談の実施
・就職面接会の開催
・就職関連情報の提供

２－（２） 新規
おうみ若者未来サポートセン
ターの整備

本掲 ⑥

若年求職者への個別支援計画に
よる一貫した就職支援を行うため、
ハローワーク機能を含む各支援機
関を一体化した「おうみ若者未来
サポートセンター」を整備する。

労働雇用
政策課

･ヤングジョブセンター滋賀、滋賀の
“三方よし”人づくり推進センター、
地域若者サポートステーション、ハ
ローワーク等の一体的運営体制の
整備

4,700

２－（２）
滋賀県求職者総合支援セ
ンターの運営

再掲 1-(5) ⑦

厳しい雇用情勢の中、離職を余儀
なくされた者等求職者の生活の安
定および再就職を図るため、「滋賀
県求職者総合支援センター」を運
営し、生活・就労に関する総合的
な相談支援を実施するほか、外国
人労働者の相談支援を併せて実
施する。

労働雇用
政策課

緊

求職者総合支援センターの運営
・求職者生活相談員３名

多文化共生地域づくり支援セン
ターを併設
・外国人住民生活相談員２名
・通訳翻訳担当嘱託員６名

(39,703) 緊急(39,703)

求職者総合支援センターの運営
・求職者生活相談員３名

多文化共生地域づくり支援セン
ターを併設
・外国人住民生活相談員２名
・通訳翻訳担当嘱託員６名

２－（２） 都市農村交流対策事業 本掲

農村地域の多面的機能を活かし
ながら、住民による地域資源の活
用、自然・文化の保全・継承、農
作業や農村生活などの体験交流
活動、都市住民の受け入れ体制
の構築等を支援するため、都市と
農村との交流活動に関する調査
研究、人材育成、情報発信を実
施する。

農村振興
課

ふるさ
と雇
用

・みんなのふるさとづくり応援事業
農家民宿開業支援

・農村の魅力発信プロモーション事
業

11,736 緊急 11,236

・農村地域再生支援事業
意見交換会開催 4回

・農村の魅力発信プロモーション事
業

地域資源調査
情報発信

合計（再掲事業除く） 134,366
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施策の方向と取組 (3) 職業能力の開発

うち
緊急雇用
光交付金等

２－（３）
女性の再チャレンジ支援能
力開発事業

本掲 ①

母子家庭の母等や出産・子育て
等で離職した女性を対象に再就
職支援の委託訓練やセミナーを実
施する。

労働雇用
政策課

母子家庭の母 １００名
出産・子育て等で離職した女性の
再就職希望者（セミナー）６０名

27,454
母子家庭の母 82名
出産・子育て等で離職した女性の
再就職希望者 １０名

２－（３） 訓練手当の支給 本掲 ①

母子家庭の母等の就職促進を図
るため、公共職業安定所の受講
指示を受けて公共職業訓練を受
講するものに対し訓練手当を支給
する。

労働雇用
政策課

訓練手当 22,583
訓練手当支給支給者57名（内母
子56名）

２－（３）
家内労働アドバイザーの設
置

本掲 ②
内職希望者に対し、アドバイザーに
よる情報提供を行う。

労働雇用
政策課

家内労働アドバイザー１名 2,570 家内労働アドバイザー１名

２－（３） 拡充
働き・暮らし応援センター事
業

再掲 1-(4) ①②

障害者の地域での職業生活にお
ける自立と社会参加の促進を図る
ため、一般就労が困難な障害者の
就労の場の確保と職場の定着、お
よびこれに伴う日常生活の支援を
福祉圏域を単位に継続的に実施
する。

障害者自
立支援課
労働雇用
政策課

「働き・暮らし応援センター」への運
営補助【県1/2、市町1/2】
・障害者自立支援課 9,671千円
（就労ｻﾎﾟｰﾀｰの配置、体制強
化） 7箇所
・労働雇用政策課 13,268千円
（職場開拓員の設置、体制強化）
7箇所

(22,939)

「働き・暮らし応援センター」への運
営補助 【県1/2、市町1/2】
・障害者自立支援課（就労ｻﾎﾟｰ
ﾀｰの配置） 7箇所
・労政能力開発課（職場開拓員
の配置） 6箇所

２－（３） 職場適応訓練の実施 本掲 ①③
就職困難な求職者に対し、事業

所での作業訓練を行い、雇用の促
進を図る。

労働雇用
政策課

訓練手当支給
訓練実施受託事業所への委託
料の支出

9,753
訓練受講者 6名
うち終了後就職者 5名

２－（３）
チャレンジドＷＯＲＫ運動推
進事業

本掲 ②

障害者の就労に関する事業所や
県民の関心を一層深め企業にお
ける障害者雇用を促進するための
事業を実施する。

労働雇用
政策課

・企業との連携によるトライＷＯＲ
Ｋ推進事業
・知事と障害者の働きたい応援
トーク
・障害者雇用優良事業所等知事
表彰制度
・就職面接会の開催（年4回）

935

・企業との連携によるトライＷＯＲ
Ｋ推進事業
実施件数 231件

・知事との障害者の働きたい応援
トーク
・障害者雇用優良事業所等知事
表彰制度
優良事業所 2社
優秀勤労障害者 5名
チャレンジドＷＯＲＫ推進賞 4社

・就職面接会の開催（年4回）
参加企業 延べ68社
参加求職者 延べ614人

２－（３）
高年齢者労働能力活用事
業

本掲 ④

シルバー人材センターの育成を図
り、高齢者の就業対策を推進する
ことにより、高齢者の生きがいの充
実と社会参加の促進に努める。

労働雇用
政策課

シルバー人材センター連合会およ
び各市町シルバー人材センターに
対し補助金を交付

11,800
シルバー人材センター連合会およ
び各市町シルバー人材センターに
対し補助金を交付

２－（３） 障害者雇用創出事業 本掲 ③

作業能力はあるものの、対人関
係、健康管理等の理由により一般
企業に就労できない者を雇用し、
障害者に配慮した環境下で障害
のある者もない者も共に働くことで、
地域社会に根ざした障害者の就
労促進、社会的自立を目指す社
会的事業所の運営経費等に助成
を行う。

障害者自
立支援課

・社会的事業所運営助成事業
助成対象： ７か所

34,448

市町が行う社会的事業所の運営
費補助に対し助成した。
補助率1／2
箇所数７箇所

２－（３）
知的障害者介護技能習得
事業

本掲 ③
知的障害者を対象に、介護福

祉の研修・実習を行い、介護職場
への就労を促進する。

障害者自
立支援課

知的障害者介護技能等習得事
業
基礎研修
ステップアップ研修

4,464

知的障害者介護技能等習得事
業
基礎研修
ステップアップ研修

合計（再掲事業除く） 114,007

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 労働者が自由な職業選択のもと、その能力を十分発揮できるよう、職業能力の開発と向上のための支援を行います。＜商工観光労働部＞
② 再就職の機会の拡大や、高齢者、障害者、外国人住民等の経済的な自立に向けて、求職相談、技術講習、職業訓練、雇用等に関する情報の提供を行います。＜商工観光労働部＞
③ 高齢者、障害者、外国人住民等の知識・技能が発揮でき、就業機会が得られるように職業能力開発・訓練等を充実します。＜商工観光労働部＞
④ 高齢者の知識経験を活かし、就業機会を提供するシルバー人材センター等に対して、支援を行います。＜商工観光労働部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (4)ポジティブ・アクションの推進と女性のチャレンジへの支援

うち
緊急雇用
光交付金等

２－（４） 拡充 女性のチャレンジ支援事業 本掲
②③
④⑤

新たな社会的ニーズに対応して、
女性の多様なチャレンジや活躍を
支援するための取り組みを行う。
・女性のチャレンジ支援講座
・女性のチャレンジ支援ネットワーク
環境整備
・女性のためのチャレンジ相談事業
・チャレンジショップ支援事業
・マザーズビズカフェ事業

男女共同
参画セン
ター

緊

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援連絡会議の
開催
・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談
月2回
・チャレンジショップ支援
（起業サポーター、チャ
レンジショップアドバ
イザー）

・マザーズビズカフェの開催
月２回程度

・ﾆｭｰﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

4,673 緊急 3,088

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回 延べ299人

・ニューチャレンジ応援事業
年１回 90人

・女性の社会参画支援事業
年2回 71人

・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣
運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談

24回 60人
・チャレンジショップ支援

12店舗31人出店

２－（４） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

２－（４）
淡海ネットワークセンター支
援事業

再掲 2-(2)
②
③
⑤

地域づくりやまちづくり、福祉、環
境、文化等の様々な分野における
県民の自主的な社会貢献活動を
総合的に支援することを目的とする
(公財)淡海文化振興財団の運営
に必要な支援を行う。

県民活動
生活課

・情報提供事業
・市民活動組織基盤強化
事業

・人材育成事業
・未来ファンドおうみ事業

(55,375)

・情報提供事業
・市民活動促進基盤強化事業
・人材育成事業
第11期生25名が活動

・おうみＮＰＯ活動基金事業
2010助成 5団体
びわこ市民活動応援助成事業
5団体

２－（４） 新規
滋賀マザーズジョブステーショ
ンの設置

再掲 2-(2) ③④

出産や子育てによる離職後、再就
職を希望する女性や仕事と子育て
の両立に悩む女性、社会へ一歩
踏み出したい女性を対象として、仕
事と子育ての両立に向けたアドバイ
ス、一時保育の実施、就労相談、
求人情報の提供や職業紹介など
一貫した就労支援をワンストップで
できるシステム（（仮称）滋賀マザー
ズジョブステーション）を整備する。

男女共同
参画課
労働雇用
政策課
子ども・青
少年局

緊

・就労支援相談（就労相談カウン
セリング・両立支援相談）
・母子家庭等就業・自立支援セン
ター
・子育て期の求職期間中や職業
訓練中の一時預かりの実施

(30,140) 緊急 (2,146)

２－（４） コミュニティビジネス支援費 再掲 2-(2)

コミュニティビジネス（ＣＢ）の創出
を促進するため、地域資源を活用
したＣＢを展開している社会起業
家、ＮＰＯ等に対して経営基盤強
化に向けた支援を行う。

商工政策
課

コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助

(282)
コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助
（９／２、１０／３０開催）

２－（４）
小規模事業経営支援事業
費補助金

本掲
⑤
⑦

若手後継者等育成事業費中、提
案公募型事業
メニュー

①経営ノウハウ等実地研修事
業

②起業家育成支援事業
③事業承継支援事業
④会員の資質向上のための研

修会等の広域
開催・参加支援事業

⑤まちづくり推進事業
⑥地域振興支援事業
⑦女性の社会進出支援事業
⑧その他青年部・女性部の自

主的かつ広域
的な事業

商業振興
課

滋賀県商工会連合会女性部等
が実施する若手後継者等育成事
業に対する支援（県補助事業）

13,681

○商工会女性部連合会等の事
業に対して補助した。
・湖南ブロック：

資質向上研修会
（年間延べ９０人）

・甲賀ブロック：
まちづくり研修会
（年間延べ４０３人）

・蒲生東近江ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ３６９人）

・彦愛犬ブロック：
まちづくり委員会等
（年間延べ３７９人）

・湖北ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ６４人）

・高島ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ５２人）

２－（４）
地と知をつむぐビジネスデザ
イン構築事業

本掲
⑤
⑦

・ＳＯＨＯビジネスオフィス運営と入
居事業者
支援

・ＳＯＨＯ支援サイト運営

商業振興
課

・ＳＯＨＯビジネスオフ
ィス運営、入居者活動
支援
草津拠点 ２０室
米原拠点 １０室

39,839

・６８者退居
うち４０者が事業拡大
（累計）

・５者新規入居

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 男女の均等な雇用機会および待遇の確保や、女性の能力発揮のための積極的改善措置（ポジティブ・アクション）が進むよう、事業主に対して情報の提供や啓発を行います。＜総務部・総合政策部・
商工観光労働部・関係部局＞
② 継続就業をめざす女性に向けて、女性のキャリア形成支援のための講座やネットワークづくりなどの取組を進めます。＜総合政策部・商工観光労働部＞
③ 求職中の子育て期の女性に対し、保育情報の提供や就労相談、求人情報の提供、職業紹介、求職中や職業訓練時の一時預かりの実施などのワンストップ化に向けた取組を進めます。【再掲】＜総
合政策部・健康福祉部・商工観光労働部＞
④ 就職・再就職に関する不安や悩みをもつ女性に対し、相談や人生の各段階に応じたキャリアプランの作成、職業訓練等による支援の充実を行います。＜総合政策部・商工観光労働部＞
⑤ 起業などにより社会参画しようとする女性に対し、就業への心構えや起業の基礎的知識を学ぶための講座を開催するとともに、必要な情報の提供と助言を行います。＜総合政策部・商工観光労働部
＞
⑥ 子育てや介護等を契機として離職した女性の再チャレンジや、就労経験が少ない母子家庭の母等を支援するため、民間教育訓練機関等における職業訓練を実施します。＜商工観光労働部＞
⑦ 商工業や農林漁業等の分野において、女性が知識や経験・能力を発揮して、経営への参画や起業が進むよう、起業活動、経営等に関する実践的な知識の習得および活用のための機会を提供しま
す。＜琵琶湖環境部・商工観光労働部・農政水産部＞
⑧ 農林漁業等の分野において、女性が様々な組織活動やグループ活動に取り組めるよう、関係団体と連携を深めながら、支援するとともに、広域的なネットワークや地域間交流で広い視野が養えるような
環境づくりを進めます。＜琵琶湖環境部・農政水産部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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２－（４） 新規 男女雇用機会均等の推進 再掲 2-(2) ①

職場における男女の均等な機会
と待遇の確保について､一層の定
着を図るため、労使をはじめ、社会
一般の認識と理解を深めるため、
セミナーを開催する｡

労働雇用
政策課

・基本セミナーの開催
・実践セミナーの開催

(557)
・男女協働セミナーの開催
6月29日（火）コラボしが21
参加者数 83名

２－（４） 拡充
働く女性のキャリアアップ講
座

本掲 ②

あらゆる分野において男女が平
等に活躍できるよう、職場における
中堅女性リーダーを対象にキャリア
アップ講座を開催する｡

労働雇用
政策課

・キャリアアップ講座の開催 313

・キャリアアップ講座の開催
11月18日(水）、24日(水）
コラボしが21
参加者数 延べ116名

２－（４）
女性の再チャレンジ支援能
力開発事業

再掲 2-(3)
④
⑥

母子家庭の母等や出産・子育て
等で離職した女性を対象に再就
職支援の委託訓練やセミナーを実
施する。

労働雇用
政策課

母子家庭の母 １００名
出産・子育て等で離職した女性の
再就職希望者（セミナー）６０名

(27,454)
母子家庭の母 82名
出産・子育て等で離職した女性の
再就職希望者 １０名

２－（４） 訓練手当の支給 再掲 2-(3)
④
⑥

母子家庭の母等の就職促進を図
るため、公共職業安定所の受講
指示を受けて公共職業訓練を受
講するものに対し訓練手当を支給
する。

労働雇用
政策課

訓練手当 (22,583)
訓練手当支給支給者57名（内母
子56名）

２－（４）
家内労働アドバイザーの設
置

再掲 2-(3) ③
内職希望者に対し、アドバイザーに
よる情報提供を行う。

労働雇用
政策課

家内労働アドバイザー１名 (2,570) 家内労働アドバイザー１名

２－（４）
農業・農村男女共同参画
推進事業

本掲
⑦
⑧

女性の農業従事者が地域活動
の先導的な役割を果たし、農業・
農村における女性の活動が多様で
充実したものとなるよう、農業経
営・社会参画全般に対する知識・
技術習得を支援する。

農業経営
課

・男女共同参画促進会議の開催
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」の啓発お
よび記念行事の開催
・農業者に対する講座、研修会等
の開催

1,200

・各地域における家族経営協定の
締結促進
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」記念行事
にかかるポスターの掲示
・「農山漁村女性の日」記念行事
の開催
5地域 316名

・担い手講座の開催
3地域 277名

・能力向上講座の開催
6地域 376名

２－（４）
潜在看護師再チャレンジ研
修会の実施

本掲
②
④

看護師資格を持ちながら看護師
として職務に就いていない潜在看
護師を対象に研修を実施し、看護
師としての再就職を支援する。

病院事業
庁

潜在看護師を対象とした研修会
の実施を支援する

-

看護協会が実施する潜在看護師
を対象とした研修会に講師を派遣
する
11/12～12/3 （7日間）
3名に対し講師を派遣した

合計（再掲事業除く） 59,706
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施策の方向と取組 (５)多様な働く場づくり（商工業・農林漁業等の自営業者、起業家等への支援）

うち
緊急雇用
予算

２－（５） 拡充 女性のチャレンジ支援事業 再掲 2-(4)
②③
④⑤

新たな社会的ニーズに対応して、
女性の多様なチャレンジや活躍を
支援するための取り組みを行う。
・女性のチャレンジ支援講座
・女性のチャレンジ支援ネットワーク
環境整備
・女性のためのチャレンジ相談事業
・チャレンジショップ支援事業
・マザーズビズカフェ事業

男女共同
参画セン
ター

緊

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援連絡会議の
開催
・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談
月2回
・チャレンジショップ支援
（起業サポーター、チャ
レンジショップアドバ
イザー）

・マザーズビズカフェの開催
月２回程度

・ﾆｭｰﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

(4,673) 緊急 (3,088)

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回 延べ299人

・ニューチャレンジ応援事業
年１回 90人

・女性の社会参画支援事業
年2回 71人

・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣
運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談

24回 60人
・チャレンジショップ支援

12店舗31人出店

２－（５）
淡海ネットワークセンター支
援事業

再掲 2-(2) ②

地域づくりやまちづくり、福祉、環
境、文化等の様々な分野における
県民の自主的な社会貢献活動を
総合的に支援することを目的とする
(公財)淡海文化振興財団の運営
に必要な支援を行う。

県民活動
生活課

・情報提供事業
・市民活動組織基盤強化
事業

・人材育成事業
・未来ファンドおうみ事業

(55,375)

・情報提供事業
・市民活動促進基盤強化事業
・人材育成事業
第11期生25名が活動

・おうみＮＰＯ活動基金事業
2010助成 5団体
びわこ市民活動応援助成事業
5団体

２－（５） コミュニティビジネス支援費 再掲 2-(2)

コミュニティビジネス（ＣＢ）の創出
を促進するため、地域資源を活用
したＣＢを展開している社会起業
家、ＮＰＯ等に対して経営基盤強
化に向けた支援を行う。

商工政策
課

コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助

(282)
コミュニティビジネス支援セミナー等
の開催経費の一部を補助
（９／２、１０／３０開催）

２－（５）
小規模事業経営支援事業
費補助金

再掲 2-(4) ①

若手後継者等育成事業費中、提
案公募型事業
メニュー

①経営ノウハウ等実地研修事
業

②起業家育成支援事業
③事業承継支援事業
④会員の資質向上のための研

修会等の広域開催・参加支援事
業

⑤まちづくり推進事業
⑥地域振興支援事業
⑦女性の社会進出支援事業
⑧その他青年部・女性部の自

主的かつ広域的な事業

商業振興
課

滋賀県商工会連合会女性部等
が実施する若手後継者等育成事
業に対する支援（県補助事業）

(13,681)

○商工会女性部連合会等の事
業に対して補助した。
・湖南ブロック：

資質向上研修会
（年間延べ９０人）

・甲賀ブロック：
まちづくり研修会
（年間延べ４０３人）

・蒲生東近江ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ３６９人）

・彦愛犬ブロック：
まちづくり委員会等
（年間延べ３７９人）

・湖北ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ６４人）

・高島ブロック：
地域振興支援事業
（年間延べ５２人）

２－（５）
地と知をつむぐビジネスデザ
イン構築事業

再掲 2-(4)
③
④
⑤

・ＳＯＨＯビジネスオフィス運営と入
居事業者支援
・ＳＯＨＯ支援サイト運営

商業振興
課

・ＳＯＨＯビジネスオフィス運営、入
居者活動支援

草津拠点 ２０室
米原拠点 １０室

(39,839)

・６８者退居
うち４０者が事業拡大
（累計）

・５者新規入居

２－（５）
農業・農村男女共同参画
推進事業

再掲 2-(4) ①

女性の農業従事者が地域活動
の先導的な役割を果たし、農業・
農村における女性の活動が多様で
充実したものとなるよう、農業経
営・社会参画全般に対する知識・
技術習得を支援する。

農業経営
課

・男女共同参画促進会議の開催
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」の啓発お
よび記念行事の開催
・農業者に対する講座、研修会等
の開催

(1,200)

・各地域における家族経営協定の
締結促進
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」記念行事
にかかるポスターの掲示
・「農山漁村女性の日」記念行事
の開催
5地域 316名

・担い手講座の開催
3地域 277名

・能力向上講座の開催
6地域 376名

２－（５）
漁業団体人権問題啓発推
進事業費補助金

本掲 ①

県内の水産業関係５団体で構
成された滋賀県水産業関係団体
人権問題対策推進協議会が実
施する人権問題についての研修会
等啓発推進事業に対して助成を
行う。

水産課
全体研修会および地域研修会を
県内３会場において開催

133
全体研修会１回、地域研修２回
開催。
参加人員 94名

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 商工業や農林漁業において、家族従事者として果たしている役割の重要性が正当に評価され、経営や家庭生活に男女が対等なパートナーとして参画していくための啓発を行います。農林漁業におい
ては、家族経営協定の普及など家族の相互ルールづくりと農業経営の法人化を進めます。＜琵琶湖環境部・商工観光労働部・農政水産部＞
② 地域資源を活用した地域課題解決型ビジネス（コミュニティビジネス）を展開しようとする社会起業家やＮＰＯ等の支援体制を構築するとともに、フォーラムなどにより地域課題解決型ビジネスの意義や社
会的役割の普及啓発を行います。＜県民文化生活部＞
③ 起業に必要な基礎的ノウハウの習得に向けた講習の開催や助言、起業に向けたコンサルティング、起業家によるネットワークづくりの支援を行います。＜商工観光労働部＞
④ 起業育成支援機能施設（インキュベーション施設）入居者やベンチャー企業家、学生等の起業を目指す人々に対し、各分野の専門家による実践的な指導を行うことにより、県内における事業展開を促
進します。＜商工観光労働部＞
⑤ ＳＯＨＯ（自宅や小規模な事務所で仕事をする独立自営型の就労形態）等の多様な働き方について、情報を提供します。＜商工観光労働部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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２－（５） 都市農村交流対策事業 再掲 2-(2)

農村地域の多面的機能を活かし
ながら、住民による地域資源の活
用、自然・文化の保全・継承、農
作業や農村生活などの体験交流
活動、都市住民の受け入れ体制
の構築等を支援するため、都市と
農村との交流活動に関する調査
研究、人材育成、情報発信を実
施する。

農村振興
課

ふるさ
と雇
用

・みんなのふるさとづくり応援事業

・農村の魅力発信プロモーション事
業

(11,736) 緊急(11,236)

・農村地域再生支援事業
意見交換会開催 4回

・農村の魅力発信プロモーション事
業

地域資源調査
情報発信

２－（５）
ふるさと・水と土保全対策事
業

本掲

農村地域における土地改良施
設の持つ多面的機能の良好な発
揮と集落共同活動の活性化を図
ることを目的とする「ふるさと・水と土
保全対策事業」を効果的に推進
するため、各分野における専門家
で構成される委員会を設置し、男
女のパートナーシップを基軸とした
農村づくりを推進する。

農村振興
課

・研修事業
指導員研修会の開催 1回

・推進事業
委員会の開催 2回
ふるさと農村支援事業
普及啓発事業

2,571

・研修事業
指導員研修会の開催 1回

・推進事業
委員会の開催 2回
ふるさと農村支援事業
普及啓発事業

合計（再掲事業除く） 2,704
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重点目標３：男女間のあらゆる暴力の根絶と人権の尊重

施策の方向と取組 (1)セクシュアル・ハラスメント対策の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（１）
「女性に対する暴力をなくす
運動」啓発

再掲 3-(2) ①

夫・パートナーからの暴力、性犯
罪、売買春、セクシュアル・ハラスメ
ント、ストーカー行為等女性に対す
る暴力は、女性の人権を著しく侵
害するものであることから、国の男
女共同参画推進本部で決定する
「女性に対する暴力をなくす運動」
の実施について、市町、民間団体
等に広く周知する。

男女共同
参画課

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

(-)

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

３－（１） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

３－（１） 拡充 相談室運営事業 再掲 3-(2) ②

男女共同参画センターにおいて、
性別による差別的取扱など男女
共同参画の推進を阻害する問題
や男女のこころと生き方に関わる相
談全般を受け付けるとともに、ＤＶ、
法律等の専門相談を実施する。

男女共同
参画セン
ター

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

火・土（ 9:00～12:00
13:00～17:00）

木（午前のみ）
男性相談（面接）

土（13:00～17:00）
・専門相談

法律相談 年18回
家族相談 月１回

・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営
担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 4回

(11,385) 光 (3,356)

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
相談件数 2,926件
うち面接 291件
うち電話 2,635件

・専門相談
法律相談 月１回 相談件数

43件
家族相談 月１回 相談件数

34件
・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営

担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 3回

３－（１） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

３－（１）
職場におけるセクシュアル・
ハラスメント防止のための職
員研修の実施

本掲 ② 人事課 ・職員研修の実施 - ・職員研修の実施

３－（１）
セクシュアル・ハラスメント相
談窓口の設置

本掲 ②
職員相談の中で、セクシュアル・

ハラスメント相談を実施
人事課

・相談員による相談の実施（月１
回・報酬および旅費）

330
・相談員による相談の実施（月１
回）
延べ相談件数 ４件

３－（１） 新規 男女雇用機会均等の推進 再掲 2-(2) ①

職場における男女の均等な機会
と待遇の確保について､一層の定
着を図るため、労使をはじめ、社会
一般の認識と理解を深めるため、
セミナーを開催する｡

労働雇用
政策課

・基本セミナーの開催
・実践セミナーの開催

(557)
・男女協働セミナーの開催
6月29日（火）コラボしが21
参加者数 83名

３－（１） 滋賀県労働相談所の設置 再掲 2-(2) ②

企業における労働条件、労使関
係および雇用問題を中心に、労使
双方からの相談に応じることにより
労使関係の安定を図る。

労働雇用
政策課

・コラボしが21内に設置
（相談員１名常駐）

特別労働相談員
（弁護士）1名

(6,233)

・コラボしが21内に設置
（相談員１名常駐）

特別労働相談員
（弁護士）1名

相談件数591件

３－（１）
職場におけるセクシュアル・
ハラスメント防止のための職
員研修の実施

本掲 ②
教育委員
会教職員
課

・公立学校における職場研修
の実施

－
・公立学校における職場研修の実
施

３－（１）
セクシュアル・ハラスメント相
談窓口の設置

本掲 ②
職員相談の中で、セクシュアル・

ハラスメント相談を実施
教育委員
会福利課

相談員による相談の実施
（月１回）

339
相談員による相談の実施
（月１回）

延べ相談件数 ８件

３－（１） 職場教養・研修の推進 本掲 ①

各所属に対して意識啓発資料
等の配布および意識啓発教養ビデ
オの貸出しを実施し、所属を単位
とした認識の徹底を図る。
職員に対する研修を実施し、セク

シュアル・ハラスメントに対する認識
の徹底を図る。

警察本部
警務課

・セクハラに関する資料の作成と発
出
・教養ビデオの貸し出しと職員に対
する教養
・各所属に対する巡回指導
・セクハラ相談員を対象に、部外
講師の招致等による研修会の開
催
・セクハラ相談専用電話及びメー
ル相談窓口の開設

-
・セクハラに関するビデオの貸し出し
及び教養 17件

合計（再掲事業除く） 669

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 職場や学校、地域等、社会のあらゆる場面におけるセクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）の根絶に向けて、関係機関と連携しながら、広報・啓発活動を展開します。＜総合政策部・商工観光労
働部・関係部局＞
② 関係機関と連携しながら、セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）に関する研修の実施や、被害者の相談に適切に応じるため、苦情・相談窓口の整備を進めます。＜総務部・総合政策部・商工観
光労働部・教育委員会・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充

72



施策の方向と取組 (２)ドメスティック・バイオレンス対策の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（２）
「女性に対する暴力をなくす
運動」啓発

本掲 ①②

夫・パートナーからの暴力、性犯
罪、売買春、セクシュアル・ハラスメ
ント、ストーカー行為等女性に対す
る暴力は、女性の人権を著しく侵
害するものであることから、国の男
女共同参画推進本部で決定する
「女性に対する暴力をなくす運動」
の実施について、市町、民間団体
等に広く周知する。

男女共同
参画課

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

-

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

３－（２） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

３－（２） 拡充 相談室運営事業 本掲

①②
③④
⑤⑥
⑦⑧

男女共同参画センターにおいて、
性別による差別的取扱など男女
共同参画の推進を阻害する問題
や男女のこころと生き方に関わる相
談全般を受け付けるとともに、ＤＶ、
法律等の専門相談を実施する。

男女共同
参画セン
ター

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

火・土（ 9:00～12:00
13:00～17:00）

木（午前のみ）
男性相談（面接）

土（13:00～17:00）
・専門相談

法律相談 年18回
家族相談 月１回

・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営
担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 4回

11,385 光 3,356

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
相談件数 2,926件
うち面接 291件
うち電話 2,635件

・専門相談
法律相談 月１回 相談件数

43件
家族相談 月１回 相談件数

34件
・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営

担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 3回

３－（２） 拡充 犯罪被害者支援事業 本掲
③
⑤

ＮＰＯ法人おうみ犯罪被害者支
援センターとの協働により、犯罪被
害者支援にかかる総合窓口を設
置し、犯罪被害者への情報提供
などを行う。

県民活動
生活課

・ＮＰＯ法人との協働による犯罪被
害者支援アドバイザーの設置等

5,282 光 4,003
ＮＰＯ法人との協働による犯罪被
害者支援アドバイザーの設置等

３－（２）
ＤＶ被害者総合対策推進
事業

本掲

①②
③④
⑤⑥
⑦⑧
⑨

「滋賀県配偶者からの暴力の防
止および被害者の保護に関する基
本計画」に基づき、ＤＶ防止の広
報・啓発、被害者に対する相談や
保護、自立への支援を図る。

子ども・青
少年局

・啓発事業の推進
・援助機関のネットワーク化
・配偶者暴力相談支援センターの
機能強化
・一時保護機能の充実
・ＤＶ被害者の自立支援

9,571

・啓発事業の推進
DV防止啓発パンフレットの作

成、配付
5,000部

・配偶者暴力相談支援センターの
機能強化

夜間・土日における電話相談
の開設

DV法律相談の実施(年15回）
延べ相談人数 67人

DV相談員専門研修の実施
延べ192人受講

・基本計画の改定
ワーキンググループ会議開催

３回

３－（２）
地域企業参画型「オレンジ
リボンをあなたの胸に」事業

本掲 ⑥

児童虐待防止推進月間（11月）
を中心に、オレンジリボンを活用した
県民向けおよび企業向けの広報
啓発を実施する。

子ども・青
少年局

・関係者向けＣＡＰプログラムおとな
ワークショップの開催（10会場）（7
～8月）
・地域・企業向けの出前講座の開
催（7～3月）
・要保護児童対策連絡協議会
キャラバン隊による市町訪問（10
月）
・児童虐待防止イベントの開催
（10～11月）
・子どもにもわかる「子ども虐待防
止リーフレット」の作成

5,000

・要保護児童対策連絡協議会
キャラバン隊による市町訪問（10
月）
・地域・企業向けの出前講座の開
催（9～3月）
・児童虐待防止イベントの開催
（10～11月）

合計（再掲事業除く） 31,238

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① ドメスティック・バイオレンス（配偶者や恋人からの暴力）の根絶に向けて、男女間のあらゆる暴力が犯罪であることの社会の認識と理解を高めるための広報・啓発はもとより、暴力防止のための啓発を行い
ます。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
② 県民や医療関係者からの通報を円滑に進めるため、啓発および関係団体との連携を図るとともに、通報に対し的確な対応を行います。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
③ 被害者からの相談に適切に応じるため、相談窓口の充実および相談員の資質向上ならびに職務関係者の事実確認や聴取などによる二次的被害の防止に向けた取組を進めます。＜総合政策部・健
康福祉部・警察本部＞
④ 関係機関が連携し、被害者の迅速かつ適切な保護を図るとともに、被害者が安心・安全に過ごせる環境づくりおよび心身の回復に向けた支援を行います。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
⑤ 被害者の自立に向けて、関係機関が連携し、就業、住宅、福祉制度や安全確保のための施策等について、被害者への適切な情報提供などの支援を行います。＜総合政策部・健康福祉部・土木
交通部・警察本部・関係部局＞
⑥ 子どものいる家庭における配偶者からの暴力が、児童虐待であることを広く周知するとともに、児童虐待の未然防止から早期発見・早期対応、支援まで切れ目のない取組を行います。＜総合政策部・
健康福祉部＞
⑦ 日本語の理解が十分でない外国人被害者へは、言語や文化、慣習の違いに配慮し、多言語による情報提供の充実や相談窓口への通訳の派遣など支援体制を整えます。＜総合政策部・健康福
祉部・商工観光労働部＞
⑧ 配偶者からの暴力に対しては、「滋賀県配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する基本計画」に基づき、関係機関が連携を深め、総合的な支援体制のもと、積極的に取り組みます。＜
総合政策部・健康福祉部・警察本部、関係部局＞
⑨ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成19年7月改正法成立）に基づく市町基本計画の策定を働きかけます。＜健康福祉部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (３)性暴力・ストーカー行為等あらゆる男女間の暴力に対する取組の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（３）
「女性に対する暴力をなくす
運動」啓発

再掲 3-(2) ①

夫・パートナーからの暴力、性犯
罪、売買春、セクシュアル・ハラスメ
ント、ストーカー行為等女性に対す
る暴力は、女性の人権を著しく侵
害するものであることから、国の男
女共同参画推進本部で決定する
「女性に対する暴力をなくす運動」
の実施について、市町、民間団体
等に広く周知する。

男女共同
参画課

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

(-)

11月12～25日の運動期間をとら
え､県内各地で様々な取組が協
調して展開されるよう啓発
・ポスター、チラシ等の配布

３－（３） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

３－（３） 拡充 相談室運営事業 再掲 3-(2)
①②
③④
⑤

男女共同参画センターにおいて、
性別による差別的取扱など男女
共同参画の推進を阻害する問題
や男女のこころと生き方に関わる相
談全般を受け付けるとともに、ＤＶ、
法律等の専門相談を実施する。

男女共同
参画セン
ター

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

火・土（ 9:00～12:00
13:00～17:00）

木（午前のみ）
男性相談（面接）

土（13:00～17:00）
・専門相談

法律相談 年18回
家族相談 月１回

・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営
担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 4回

(11,385) 光 (3,356)

・総合相談
火～日 9:00～12:00

13:00～17:00
(木は9:00～12:00

17:00～20:30)
相談件数 2,926件
うち面接 291件
うち電話 2,635件

・専門相談
法律相談 月１回 相談件数

43件
家族相談 月１回 相談件数

34件
・相談ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の運営

担当職員連絡会議 1回
相談員スキルアップ講座 4回
ケース検討会 3回

３－（３） 拡充 犯罪被害者支援事業 再掲 3-(2)
②
③

ＮＰＯ法人おうみ犯罪被害者支
援センターとの協働により、犯罪被
害者支援にかかる総合窓口を設
置し、犯罪被害者への情報提供
などを行う。

県民活動
生活課

・ＮＰＯ法人との協働による犯罪被
害者支援アドバイザーの設置等

(5,282) 光 (4,003)
ＮＰＯ法人との協働による犯罪被
害者支援アドバイザーの設置等

３－（３）
児童養護施設等の子ども
の権利擁護事業

本掲 ⑤

滋賀県児童養護施設等の子ども
の権利擁護委員会による調査活
動、施設職員等を対象としたしつ
けや処遇向上に関する研修の実
施、子どもが自らを守るためのＣＡ
Ｐプログラムの普及などをとおして、
子どもの権利養護の取組を推進す
る。

子ども・青
少年局

・滋賀県児童養護施設等の子ど
もの権利擁護委員会による全体
委員会および実地調査の実施
・施設職員・里親を対象とした子ど
もの権利擁護に関する研修を実
施
・児童養護施設等におけるＣＡＰ
ワークショップの実施

1,155

・滋賀県児童養護施設等の子ど
もの権利擁護委員会による全体
委員会および実地調査の実施
・施設職員・里親を対象とした子ど
もの権利擁護に関する研修を実
施

３－（３）
青少年にふさわしい環境づく
りの推進

本掲 ⑤
青少年に有害な図書の排除等の
地域環境浄化活動や啓発活動を
推進する。

子ども・青
少年局

青少年健全育成条例の運用（図
書等審査部会開催、立入調査、
情報収集、有害環境浄化啓発）

1,943

・青少年健全育成条例の運用
立入調査回数 年869回
有害図書等指定
図書 62冊
ビデオ・DVD ０本

・非行防止環境浄化対策連絡会
議の開催
・広報啓発資料の作成、配布

２種類32,000部

３－（３） 犯罪被害者対策推進事業 本掲

犯罪被害者等の被害の回復、
軽減および再発防止を図るため、
被害者の視点に立った被害者の
支援を行う。

警察本部
警察県民
センター

・性犯罪被害者の初診料等を公
費負担
・被害者等に対するカウンセリング
を実施
・「被害者の手引き」を作成、配布
・司法解剖後の遺体を公費で搬
送
・被害者等相談施設借上げ制度
を運用
・一時避難場所借り上げ制度を
運用
・携帯型緊急通報装置の整備
・犯罪被害者相談専用電話の運
用（ＮＰＯおうみ犯罪被害者支援
センターへの委託）
・「命の大切さを学ぶ教室」推進事
業

-

・性犯罪被害者の経済的被害軽
減のため、初診料等を公費負担し
た。
・性犯罪被害者等の精神的被害
軽減のため、臨床心理士によるカ
ウンセリングを実施した。
・刑事手続等を解説した「被害者
の手引」を作成、配布した。
・司法解剖後の遺体を公費負担
で霊柩車により搬送
・被害者等からの聴取事務に係る
相談施設借上げ制度を運用し
た。
・携帯型緊急通報装置を整備
し、被害者等への貸出しを行った。
・一時避難場所借り上げ制度を
運用した。
・犯罪被害者相談専用電話の運
用により235件の電話相談を受け
た。

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 男女間のあらゆる暴力を許さない社会意識を高めるよう、関係機関や暴力の根絶に向け活動している民間団体と連携しながら、様々な機会をとらえた広報・啓発活動を推進します。＜総合政策部・
健康福祉部・警察本部＞
② 被害者の相談に適切に応じるため、相談窓口の充実および相談員や関係職員の資質の向上ならびに二次的被害の防止に向けた取組を進めます。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
③ 関係機関と連携しながら、被害者に対する保護・支援体制の整備を進めます。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
④ 様々な形態の暴力について、その実態を把握し、予防や再発防止の方策を総合的に検討します。＜総合政策部・健康福祉部・警察本部＞
⑤ 子どもに対する性暴力や犯罪に対しては、早期発見、早期保護、心身のケアに努めるとともに、民間団体とも連携しながら子どもの権利擁護や子どもを取り巻く環境浄化の取組を進めます。＜総合政
策部・健康福祉部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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３－（３）

性風俗関連特殊営業の規
制および把握事業(インター
ネットによるアダルトサイト等
の監視および検挙活動等
の実施)

本掲

ア．規制対象となっている映像送
信型性風俗特殊営業および無店
舗型電話異性紹介営業（ツー
ショットダイヤル）の無届営業、年少
者へのアダルト画像送信禁止措置
および年少者のツーショットダイヤル
利用禁止措置等がなされているか
を確認するとともに、検挙等を図る
ことにより風俗環境の浄化に努め
る。
イ．小中校生及びＰＴＡ関係者に
対するサイバー犯罪防止、サイバー
犯罪被害防止教室等、講演活動
の推進。

警察本部
生活環境
課・少年
課

・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100％普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・インターネット利用による児童ポル
ノ事件の取締り
・ボランティアのサイバーパトロールス
タッフを新規公募により再編強化し
た上で、サイバーパトロールスタッフ
等と連携したサイバーパトロールの
積極的な推進（インターネットにお
ける児童ポルノ関係事犯も含む）
・インターネットホットラインセンター
から警察庁経由で通報される違
法情報の全国協働捜査方式によ
る取締りの推進
・児童等を性被害等から守るため
の携帯電話におけるフィルタリング
対策の推進
・サイバー空間における犯罪被害
防止、利用者モラル向上のための
サイバーセキュリティカレッジ（講演
等）の積極的な推進

-

【平成22年中検挙実績等】

・児童買春・児童ポルノ法 24件
16人（うち児童ポルノ事件は20件
13人）
・サイバー犯罪 52件39名
・風営法違反 4件11名1法人
・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100㌫普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・サイバーパトロールスタッフ等と連
携したサイバーパトロールを推進
し、プロバイダ等に対し、悪質な違
法有害情報等の削除依頼をし、
16件を削除させた。
・生徒、教師、ＰＴＡ、少年補導員
等に対して積極的なサイバーセ
キュリティカレッジ（講演等）を行い、
67回、延べ8887人に対してイン
ターネット利用による犯罪被害防
止、マナーアップ啓発を実施した。

合計（再掲事業除く） 3,098
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施策の方向と取組 (４)子ども・若者への男女間の暴力防止の教育・啓発の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（４） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3)
①②
③

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

３－（４） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

３－（４）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

３－（４）
青少年にふさわしい環境づく
りの推進

再掲 3-(3)
①
②
③

青少年に有害な図書の排除等の
地域環境浄化活動や啓発活動を
推進する。

子ども・青
少年局

青少年健全育成条例の運用（図
書等審査部会開催、立入調査、
情報収集、有害環境浄化啓発）

(1,943）

・青少年健全育成条例の運用
立入調査回数 年869回
有害図書等指定
図書 62冊
ビデオ・DVD ０本

・非行防止環境浄化対策連絡会
議の開催
・広報啓発資料の作成、配布

２種類32,000部

３－（４）

性風俗関連特殊営業の規
制および把握事業(インター
ネットによるアダルトサイト等
の監視および検挙活動等
の実施)

再掲 3-(3)

ア．規制対象となっている映像送
信型性風俗特殊営業および無店
舗型電話異性紹介営業（ツー
ショットダイヤル）の無届営業、年少
者へのアダルト画像送信禁止措置
および年少者のツーショットダイヤル
利用禁止措置等がなされているか
を確認するとともに、検挙等を図る
ことにより風俗環境の浄化に努め
る。
イ．小中校生及びＰＴＡ関係者に
対するサイバー犯罪防止、サイバー
犯罪被害防止教室等、講演活動
の推進。

警察本部
生活環境
課・少年
課

・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100％普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・インターネット利用による児童ポル
ノ事件の取締り
・ボランティアのサイバーパトロールス
タッフを新規公募により再編強化し
た上で、サイバーパトロールスタッフ
等と連携したサイバーパトロールの
積極的な推進（インターネットにお
ける児童ポルノ関係事犯も含む）
・インターネットホットラインセンター
から警察庁経由で通報される違
法情報の全国協働捜査方式によ
る取締りの推進
・児童等を性被害等から守るため
の携帯電話におけるフィルタリング
対策の推進
・サイバー空間における犯罪被害
防止、利用者モラル向上のための
サイバーセキュリティカレッジ（講演
等）の積極的な推進

(-)

【平成22年中検挙実績等】

・児童買春・児童ポルノ法 24件
16人（うち児童ポルノ事件は20件
13人）
・サイバー犯罪 52件39名
・風営法違反 4件11名1法人
・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100㌫普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・サイバーパトロールスタッフ等と連
携したサイバーパトロールを推進
し、プロバイダ等に対し、悪質な違
法有害情報等の削除依頼をし、
16件を削除させた。
・生徒、教師、ＰＴＡ、少年補導員
等に対して積極的なサイバーセ
キュリティカレッジ（講演等）を行い、
67回、延べ8887人に対してイン
ターネット利用による犯罪被害防
止、マナーアップ啓発を実施した。

合計（再掲事業除く） 0

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 家庭や地域において、男女間のあらゆる暴力の防止についての意識が浸透するよう、啓発や家庭教育等を支援する学習機会を充実します。＜総合政策部・教育委員会・警察本部＞
② 男女間のあらゆる暴力の防止に向けて、子どものときからの暴力防止の啓発や子どもの発達段階に応じた命の大切さを育む教育の充実を図ります。＜総合政策部・教育委員会・警察本部＞
③ インターネットや携帯電話等を悪用した犯罪に巻き込まれることのないよう、あらゆる機会を通じて子どもにルールやマナーを教え、情報モラルの育成に努めます。＜総合政策部・教育委員会・警察本部
＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (５)性の尊重についての意識の浸透と教育の充実

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（５） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①②

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

３－（５） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

３－（５）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

３－（５） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 2回発行済
各8,500部

・図書資料の整備等

３－（５） 母子保健対策推進事業 本掲
①
③

妊娠、出産、育児に対して適切
な指導と援助を行うため、健康相
談・健康教育、調査、課題検討
等を行う。

健康推進
課

・滋賀県健やか親子推進
事業

・母子保健情報管理事業
・児童虐待母子保健指導
事業

・思春期保健対策事業
・新生児聴覚検査推進事業
・発達障害児支援対策事業

6,505

・子育て・女性健康支援
事業
電話相談 2,163件
健康教育講座 38回

・子どもの事故予防推進
事業
研修会 1回実施

合計（再掲事業除く） 6,505

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 男女が互いの性についての理解を深めるとともに、生涯を通じた健康に関する自己管理の重要性についての認識を高めるため、様々な機会をとらえた広報・啓発活動を推進します。＜総合政策部・健
康福祉部・関係部局＞
② 学校教育においては、児童生徒の発達段階に応じて、心身の発育・発達や性に関する内容について理解し、生命や人格の尊重、男女平等の精神の下に性教育の充実を図り、教職員に対する研修
等を行います。＜教育委員会・関係部局＞
③ 生涯学習においては、思春期、妊娠出産期、更年期、高齢期等に応じた性に関する学習内容をとりあげ、学校・家庭・地域の連携による学習機会の拡充と情報の提供などを行います。＜健康福祉
部・教育委員会・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (６)生涯を通じた健康づくりと疾病予防の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

３－（６）
不妊専門相談センター事
業

本掲 ①
不妊相談センターを設置し、不

妊に関する悩みを持つ者が気軽に
相談できる体制を整備する。

健康推進
課

・不妊専門相談センター
不妊専門相談事業
不妊相談関係者研修

・不妊専門相談検討会
・広報

4,602

電話相談：278件
面接相談：26件
メール相談：55件
不妊治療医療機関調査の実施

３－（６） 母子保健対策推進事業 再掲 3-(5) ①

妊娠、出産、育児に対して適切
な指導と援助を行うため、健康相
談・健康教育、調査、課題検討
等を行う。

健康推進
課

・滋賀県健やか親子推進
事業

・母子保健情報管理事業
・児童虐待母子保健指導
事業

・思春期保健対策事業
・新生児聴覚検査推進事業
・発達障害児支援対策事業

(6,505)

・子育て・女性健康支援
事業
電話相談 2,163件

健康教育
・子どもの事故予防推進
事業
研修会 1回実施

３－（６） 周産期保健医療対策 本掲 ②

乳児死亡率、周産期死亡率等
の減少を目指し新生児および周産
期の妊産婦に対する保健・医療の
確保と充実を図る。

健康推進
課

・妊婦支援啓発事業
・緊急搬送ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ事業
・総合周産期母子医療セン
ター運営費補助

・地域周産期母子医療セン
ター運営費補助

・周産期医療協議会
・周産期保健医療連絡調整
会議

・周産期医療ﾈｯﾄﾜｰｸ事業
・未熟児訪問指導

227,371

・周産期死亡率
H21年 4.0

（H22数値は９月以降確定）
・総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰの
運営助成

NICU 延べ 9,764人
MFICU 延べ 2,179人
ﾄﾞｸﾀｰｶｰ出動 96回

・周産期医療協議会
5回開催

３－（６）
小児慢性疾患児等支援事
業

本掲 ②

市町が行う乳幼児健康診査や
発達相談指導事業を支援するた
めに複雑困難事例等に対し、医
師、保育士など医療・教育・福祉
との連携を図り支援を行う。

健康推進
課

・ケースカンファレンス
・地域相談会・交流会の
開催

・日常生活用具給付
648

・ケースカンファレンス
地域相談会・交流会 5 回
・日常生活用具給付 1件

３－（６）
先天性代謝異常等検査事
業

本掲 ②

新生児に対し、ﾏｽ･ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検
査を行い、異常を早期に発見する
ことにより、後の治療と相まって障害
の発現を防止する。

健康推進
課

ﾏｽ･ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査業務および精
度管理業務

31,487
検査件数 14,428件
（患者発見8人）

３－（６） 母子医療給付事業 本掲
①
②

身体に障害を有する児に対して
必要な医療の給付を行うことにより
患児家庭の福祉の向上を図るとと
もに、未熟児に対する養育医療の
給付や妊産婦に対する療養援護
費の支給により、母子保健水準の
向上を図る。
また、特定不妊治療（体外受

精、顕微授精）にかかる費用の一
部を助成する。

健康推進
課

・身体障害児に対する育成
医療の給付

・未熟児に対する養育医療
の給付

・妊娠中毒症等に罹患して
いる妊産婦に対する療養
援護費の支給

・特定不妊治療費助成事業

269,661

・育成医療
支給実人員 405人

・養育医療
支給実人員 217人

・特定不妊治療費助成
助成件数 977件

３－（６） 乳幼児医療対策事業 本掲 ②

乳幼児にかかる医療費の一部を
助成することにより、乳幼児の保健
の向上と健やかな育成を図るととも
に、子育てにかかる経済的負担の
軽減を図る。

健康推進
課

市町が行う乳幼児福祉医療費助
成事業に対して補助する。

842,029 1,299,024件

３－（６） 親子でいい歯コンクール 本掲 ②
三歳児歯科健診を受けた親子を

対象に口腔診査等を実施し、優
秀な親子を選出する。

健康推進
課

県内７圏域からの代表者から、優
秀な１組を選出し表彰する。

212
県内７圏域からの代表者から、優
秀な１組を選出し表彰した。

３－（６）
小児慢性特定疾患治療研
究事業

本掲 ②

小児の慢性特定疾患は、治療が
長期間にわたり児童の健全な育成
に大きな支障となるため、この疾病
についての治療研究事業を行い、
その治療の確立、普及および患者
の家族の医療費の負担軽減を図
り、もって児童の福祉向上を図る。

健康推進
課

小児慢性特定疾患児にかかる医
療費の公費負担

263,778 給付実人員 1,258人

３－（６） 特定疾患治療研究事業 本掲 ④

原因が不明であって、治療方法
が確立していないいわゆる難病のう
ち、特定疾患については、治療がき
わめて困難であり、かつその医療費
も高額であるので、特定疾患に関
する医療の確立、普及を図るととも
に、患者の医療費の負担軽減を
図る。

健康推進
課

特定疾患にかかる医療費の公費
負担

1,326,138 給付実人員 8,016人

３－（６） 栄養士指導事業 本掲 ④

地域の問題点の認識、健康への
関心を高めるとともに健康づくりへの
実践普及を図るため、バランスのと
れた食生活と、自分に適した食事
量の実践を呼びかけることにより県
民の健康づくりの実践を図る。

健康推進
課

管理栄養士・栄養士の育成指導 1,218
研修会、事業検討会の実施

参加者 227人

３－（６） 生涯歯科保健対策事業 本掲 ④

滋賀県歯科保健将来構想-歯
つらつしが21-に基づいて、生涯に
わたる歯科保健医療対策を推進
する。

健康推進
課

・生涯歯科保健推進協議会
・地域歯科保健調整会議
・地域歯科保健推進研修
・フッ素で歯つらつ推進
事業

5,951

・生涯歯科保健推進協議会の開
催（1回）
・地域歯科保健調整会議
・地域歯科保健推進研修の実施
・フッ素で歯つらつ推進事業（１市）

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 思春期､妊娠出産期､更年期､高齢期等を通じて、男女が性と生殖に関する健康な生活を営むことができるよう、女性外来を含む男女の性差に応じた的確な医療供給体制を推進し、性と健康に関す
る相談や健康づくりの支援を行います。＜健康福祉部・関係部局＞
② 周産期医療体制の充実を図り、女性が安心して妊娠し出産期を過ごせるよう、保健医療対策と健康づくりの支援を推進します。＜健康福祉部＞
③ 母性保護に配慮した就労環境の整備のため、関係機関と連携しながら普及啓発を行います。＜商工観光労働部・関係部局＞
④ 男女が共に生涯にわたって健康に過ごせるよう、こころの健康も含めた総合的な保健医療対策と生活習慣病等の疾病予防などの健康づくりを推進します。＜健康福祉部・関係部局＞
⑤ エイズ・ＨＩＶ感染や性感染症に関する正しい知識の普及啓発などを行います。また、薬物乱用防止のため積極的な広報・啓発活動や青少年等に対する教育を通じ、薬物乱用を許さない社会環境づ
くりを進めます。＜健康福祉部・教育委員会・警察本部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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３－（６） 給食施設指導事業 本掲 ④

健康増進法に基づき、県民の食
生活改善の促進を図ることを目的
として、特定給食施設等に対して
個別あるいは集団指導等を行う。

健康推進
課

・給食施設指導（集団指導、
巡回指導）

313
・給食施設指導（集団指導、巡
回指導）の実施

３－（６） 難病対策推進事業 本掲 ④

保健、福祉、医療の連携により、
難病患者および家族に対し、医療
および日常生活に係る相談、指
導、助言を行い、疾病等に対する
不安の解消を図るとともに、患者の
家族の交流の場を設けることで、仲
間づくりの促進を図る。

健康推進
課

・医療相談会、交流会、
リハビリ教室等の開催

・難病相談・支援ｾﾝﾀｰの
設置運営

・重症難病患者入院施設
確保事業

27,644

・保健所における医療相談会等の
開催

回数 42回
延べ 938人参加

・難病相談・支援ｾﾝﾀｰ
利用件数 3,828件

３－（６） 結核患者管理指導事業 本掲 ④
結核患者発生時においては、感

染の有無等定期外の健康診断を
実施する。

健康推進
課

定期外健康診断 11,958
定期外健康診断

延べ 1,132件

３－（６） 感染症発生動向調査事業 本掲 ④

発生動向調査事業の実施によ
り､感染症の流行の状況を早期か
つ適切に把握し､早期発見､早期
治療に資するとともに､感染症の拡
散防止､集団生活の停止､衛生教
育徹底等適切な予防措置を講ず
る。

健康推進
課

感染症の流行状況を把握し、適
切な予防措置を講じる。

12,514

定点医療機関（小児科32、ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞ21、眼科8、性感染症9、基
幹定点7、疑似症定点40）より情
報を収集し、週報および月報で関
係機関へ還元した。

３－（６） 喫煙対策事業 本掲
③
④

喫煙による健康影響を低下させ
るため「健康しがたばこ対策指針」
に基づき知識の普及を図るとともに
「非喫煙者の保護（分煙)対策」
「未成年者の喫煙防止(防煙)対
策」「禁煙の支援」を推進する。

健康推進
課

・喫煙対策体制の推進
・未成年喫煙防止（防煙）
対策

・受動喫煙防止対策
・禁煙の支援
・受動喫煙ゼロをめざす
県民運動

1,239

・滋賀県たばこ対策推進会議の
開催（1回）
・未成年喫煙防止(防煙)のための
健康教育の実施
・分煙実態調査の実施（市町庁
舎等）
・禁煙支援（相談）
・世界禁煙デー・禁煙週間におけ
る啓発
・「受動喫煙ゼロ」のお店募集

216店舗

３－（６） エイズ予防対策事業 本掲

正しい知識の普及、啓発により、
エイズのまん延を防止するとともに、
相談・検査窓口、医療体制の充
実およびカウンセリング体制の整備
により、患者、感染者はもとより、一
般県民の不安解消を図る。

健康推進
課

・HIV、AIDSの正しい知識の普
及、啓発
・相談、検査事業

13,545

・検査相談
検査 863件
相談 2,955件

全保健所で即日検査を実施

３－（６）
子宮頸がん等ワクチン接種
促進事業

本掲

市町が行う子宮頸がん予防ワクチ
ン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌
ワクチンの予防接種に要する経費
に対し助成する

健康推進
課

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワク
チン、小児用肺炎球菌ワクチンの
予防接種費用に対する助成

1,077,895
子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワク
チン、小児用肺炎球菌ワクチンの
予防接種の促進

３－（６） 自殺対策事業 本掲

近年社会問題となっている自殺
の増加に対し、予防対策の検討、
うつ病についての正しい知識の普及
啓発、早期発見・早期対応、相
談支援体制の充実等を行い、自
殺者の減少を図る。

障害者自
立支援課

・自殺対策連絡協議会
・自殺予防普及啓発事業
・自殺対策人材育成事業
・当事者団体活動支援
事業

・市町自殺対策支援事業
・「いのちの電話」相談員養成事
業
・精神科医療施設自殺予防対策
研修事業
・自殺予防対策強化事業（酒害
対策事業）
・自殺未遂者対策事業
・かかりつけ医うつ病対応
力向上研修

61,803

・自殺対策連絡協議会 2回開催
・こころのほっと相談会 11回開催
・ワンストップサービスディ「こころの
健康相談」 5回開催
・いのちの電話相談員養成事業
研修受講48人

・市町等自殺対策担当者研修会
参加46人

・自殺未遂者対策研修会 開催
2回
参加120人

・高齢者うつ・自殺対策研修会
開催１回、参加108人

・普及啓発事業
街頭啓発８か所
シンポジウム１回開催
参加246人
新聞啓発６紙１日
テレビ放送1000回

・当事者団体活動支援
5団体

・自死遺族・家族支援事業
自死遺族「分かち合いの会」支

援
月1回

・市町自殺対策支援事業
19市町

・かかりつけ医うつ病対応力
向上研修 1回開催 参加63人

３－（６） 医療機関等整備費 本掲

高齢社会が進展する中で県民に
対し適正な質の高い医療を提供
するため、滋賀県保健医療計画に
基づく医療体制の整備を図る必要
があることから、公的医療機関等の
施設、設備整備等に対して助成す
る。

医務薬務
課

・医療施設近代化整備促進事業
１病院

20,000
・医療施設近代化整備促進事業
１病院

３－（６） 救急医療対策費 本掲

一次、二次、三次の救急医療
体制における各段階での必要な整
備や運営費の充実に取り組み、総
合的な救急医療体制の充実整備
を図る。

医務薬務
課

・小児救急医療支援事業費
補助 7地域

・救命救急センター運営費
補助 3センター

390,444

・小児救急医療支援事業費
補助 7地域

・救命救急センター運営費
補助 4センター
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３－（６） 看護職員確保等対策費 本掲

医療の高度化・専門分化に対応
するため、看護職員の資質向上を
はかるとともに、看護職員の養成、
確保、定着、再就業促進等の対
策を総合的に推進し、看護職員の
充足に努める。

医務薬務
課

・看護職員の資質向上
・看護職員養成所の運営補助 6
養成所
・看護専門学校整備事業
・総合保健専門学校整備事業
・看護師等養成所施設整備費補
助 2養成所
・院内助産所開設事業補助
・病院内保育所運営費補助
・ワーク・ライフ・バランス推進事業
・看護職員精神保健サポート事
業
・県立看護師等養成所授業料資
金貸与事業
・看護職員修学資金貸与事業
・ナースセンター事業による潜在看
護力の活用
・実習指導者講習会開催事業
・新人看護職員研修補助
・看護教員養成講習会準備委員
会開催事業

861,866 緊急 3,566

・看護職員の資質向上
・看護職員養成所の運営補助
6養成所
・看護専門学校整備事業
・総合保健専門学校整備事業
・病院内保育所運営費補助 28
病院
・ワーク・ライフ・バランス推進
アドバイザー派遣事業 2病院
・看護職員精神保健サポート事
業
・県立看護師等養成所授業料資
金貸与事業
・看護職員修学資金貸与事業
・ナースセンター事業による潜在看
護力の活用
・実習指導者講習会開催事業
受講者71人
・新人看護職員研修補助 23病
院

３－（６） 薬物乱用防止対策費 本掲

覚せい剤・シンナー等の乱用は個
人の心身を滅ぼすばかりでなく、各
種犯罪の誘因となるなど、社会的
な影響も大きい。
薬物乱用による危険性、有害性

について広く一般に周知するととも
に、麻薬・覚せい剤・大麻等の取
扱者等への指導を徹底し、県民が
一体となって立ち向かう体制を作
り、薬物乱用による弊害の根絶を
期する。

医務薬務
課

・薬物乱用防止啓発活動
の実施 ｢ダメ｡ゼッタイ｡｣
普及運動

・シンナー等取扱者に対
する立入調査

・県内各少年センターが
行う薬物乱用防止啓
発活動への補助

4,034

・薬物乱用防止啓発活動の実施
｢ダメ｡ゼッタイ｡｣普及運動
・シンナー等取扱者に対する立入
調査 対象1,304施設
・県内各少年センターが行う薬物
乱用防止啓発活動への補助

３－（６）
覚せい剤等の薬物乱用防
止対策推進事業

本掲

シンナー、覚せい剤・麻薬等の薬
物乱用に関する正しい知識の普及
啓発のため、次代を担う少年を対
象にした薬物乱用防止教室等の
開催に努める。（高校生、中学生
を対象にした薬物乱用防止教室）

警察本部
少年課

小・中学校、高等学校における薬
物乱用防止教室の実施

-

・高等学校、中学校における薬物
濫用防止教室延べ118回
小・中・高校115校で開催
・薬物事案の検挙補導人員1人
（大麻）
（前年比-5人）

合計（再掲事業除く） 5,456,350
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重点目標４：男女共同参画意識の浸透と自立意識の確立

施策の方向と取組 (1)男女共同参画推進のための広報・啓発

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（１）
「パートナーしがの強調週
間」啓発

再掲 1-(2)
①③
④

県の強調週間（１０月）において、
チラシ作成による啓発を行うほか、
県、市町、民間が連携・協調して
男女共同参画の推進に取り組む。

男女共同
参画課

・啓発チラシの作成
・県市町集中啓発
・啓発ポスターによる広報・啓発

(425)

・パートナーしがの強調週間
啓発(10月10日～17日)

ちらし5,500部、
ポスター2,200部作成
後援：37企業・団体
県市町の取組：77事業

４－（１） 拡充
仕事と生活の調和推進事
業

本掲 ②

男女共同参画社会の実現には、
仕事と生活の調和を推進し、意欲
ある女性が継続就労とキャリアアッ
プを図る環境整備と共に、男性の
育児家事への参画（チャレンジ）を
推進するための効果的取組が必
要である。このことから、昨今のイク
メンブームを活用しながら、男性の
意識改革、男女共同参画に係る
理解・浸透を促し、社会的気運を
高める。

男女共同
参画課

・「ファザーリング全国フォーラムinし
が」およびプレイベント「震災復興
チャリティーフォーラム」開催事業
・協働提案事業「笑っているしがの
母親・父親をどんどん増やそう！」
・メルマガ、HPによる発信

946

・手紙・ポスターコンクール
・啓発資材・資料の作成、配布
・シンポジウムの開催（11月20日）
・協働提案事業
実践につながる啓発の企画を公

募
提案団体等と協働で実施（10事

業）
・HPによる発信

４－（１）
仕事と生活の調和推進会
議しが

本掲 ②

行労使、地域団体が連携・協働
し、一体となって仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の推進に
取り組むとともに、社会的機運の醸
成を図る。

男女共同
参画課

・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組

-
・団体ごとの取組の実践
・連携、協働による取組
・シンポジウムの開催（11月20日）

４－（１） 新規
滋賀県男女共同参画推進
条例制定１０周年記念事
業

再掲 1-(2) ①③

男女共同参画意識の更なる浸
透をめざして男女共同参画社会の
実現に向けて気運醸成と取組の
推進を図る。

男女共同
参画課

・基調報告
・分科会

(362) －

４－（１） 研修講座事業 本掲
①②
⑤⑥

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

1,138

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（１）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4)
③④
⑤⑥

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

４－（１） 情報収集発信事業 本掲
①②
③④

男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
5,653 緊急 3,714

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

４－（１） 新規
地域で育む防災・防犯活
動支援事業

再掲 1-(2) ①

子どもが防災・防犯の知識や技
能を習得し、主体的に考え行動で
きるよう学習・体験活動を推進する
とともに、若者や女性、企業等の消
防団活動への理解や参加促進を
図ることで、地域防災力を高めるた
めの取組みを支援する。

防災危機
管理局

緊

女性、若者、企業などへの働きか
けとして消防学校一日体験入校
を実施し、消防団活動への理解を
深め入団の契機とする。
募集人員：100人程度
事業内容：避難誘導訓練、

救助活動等

(3,392) 緊急 (3,392)
－

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 県民や事業者が男女共同参画社会についての理解を深め、家庭、地域社会、職場における男女共同参画の取組が加速するよう、対象やテーマ、年代に応じ、効果的な手法を用いて戦略的に啓
発・広報を進めます。【再掲】＜総合政策部・全庁＞
② 個人、事業者、社会にとって、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を進めることの必要性を重視した啓発・広報を展開するとともに、社会全体の意識づくりや関心を高める取組を進めます。【再
掲】＜総合政策部・健康福祉部・商工観光労働部・教育委員会・関係部局＞
③ 社会的性別（ジェンダー）の視点に立って、地域の慣行に差別的取扱がないか見直しが進み、地域活動に男女が共に参画していけるよう、地域活動における男女共同参画の視点の定着をめざし、
様々な機会をとらえた啓発・広報を進めます。【再掲】 ＜総合政策部・関係部局＞
④ 男女の均等な雇用機会および待遇の確保や、女性の能力発揮のための積極的改善措置（ポジティブ・アクション）が進むよう、事業主に対して情報の提供や啓発を行います。【再掲】＜総務部・総合
政策部・商工観光労働部・関係部局＞
⑤ 男女共同参画の視点から、家庭教育をはじめとする生涯学習を進めます。【再掲】＜総合政策部・教育委員会＞
⑥ 生涯にわたる学習活動を通じて、情報を伝える媒体（メディア）からもたらされる膨大な情報を主体的に読み解き活用する能力（メディア・リテラシー）の向上のための支援を行います。＜総合政策部・教
育委員会・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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４－（１） 人権啓発推進事業 再掲 2-(1)
①
③

すべての人の人権が尊重される
豊かな社会の実現を目指し、人権
尊重意識の高揚を図るため、多様
な人権啓発事業を実施する。

人権施策
推進課

・メディアミックス啓発事業
（テレビ、新聞、ポスター、啓発物
品による啓発の実施）
・人権啓発テレビ番組「湖国ふれ
あい紀行」の放送
・広報誌「ふれあいプラスワン」の発
行
・「じんけんフェスタしが2011」の開
催
・ラッピングバス人権啓発活動の実
施
・啓発冊子「こころやわらかく」の改
訂
・インターネット人権啓発事業
・人権啓発活動ネットワーク協議
会事業（滋賀レイクスターズの協力
による人権啓発活動の実施）

(55,831)

・メディアミックス啓発事業
（テレビ、ラジオ、新聞、ポスター、
近江鉄道車両広告、啓発物品に
よる啓発の実施）
・広報誌「ふれあいプラスワン」の発
行
・人権啓発テレビ番組「湖国ふれ
あい紀行」の制作・放送
・「じんけんフェスタしが2010」の開
催
・ラッピングバス人権啓発活動の実
施
・啓発冊子「ここから」の増刷
・人権の花運動の実施
・インターネット人権啓発事業
・人権啓発活動ネットワーク協議
会事業（滋賀レイクスターズの協力
による人権啓発活動の実施）

４－（１） 新規 男女雇用機会均等の推進 再掲 2-(2) ④

職場における男女の均等な機会
と待遇の確保について､一層の定
着を図るため、労使をはじめ、社会
一般の認識と理解を深めるため、
セミナーを開催する｡

労働雇用
政策課

・基本セミナーの開催
・実践セミナーの開催

(557)
・男女協働セミナーの開催
6月29日（火）コラボしが21
参加者数 83名

４－（１）
県民学習集会（女性の部）
開催補助

再掲 1-(2) ③

部落解放と女性の解放を共通の
課題として、職場・地域・団体での
取組を深めていく研修会・つどいの
開催に対して補助する。

教育委員
会人権教
育課

・講演、分散会 (405)

部落解放第47回女性のつどいを
開催（平成22年11月13日）。パネ
ルディスカッションと分散会。
参加者194名

４－（１）
高等学校等開放講座開設
事業

再掲 1-(1)
②
⑤

県内の高等学校等がもつ人的・
物的教育機能を広く県民に開放
し、地域に根ざした特色のある講
座を開設する。

教育委員
会生涯学
習課

・県立学校で10講座程度を開
設。

開設時期 年間を通じて
(-)

・県立学校で11講座を開設。
開設時期 年間を通じて

４－（１） 淡海生涯カレッジ開設事業 再掲 1-(1)
⑤
⑥

公民館、県立高校、大学といっ
た地域の学習機関が連携して「環
境」などの地域課題について、体系
的な学習プログラムを提供すること
により、学習成果を生かした社会
参加を促進する。

教育委員
会生涯学
習課

・大津・草津・湖南・彦根・長
浜の5地域で5校を開設
学習テーマ ｢環境」・「健
康｣等
募集定員合計 150名
開設期間 6月～1月

(984)

・大津・草津・湖南・彦根・長浜の
5地域で5校を開設
学習テーマ ｢環境」・「健康｣等
募集定員合計 170名
開設期間 6月～1月

合計（再掲事業除く） 7,737
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施策の方向と取組 (２)若者や男性に向けての戦略的な広報・啓発

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（２） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①②

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（２）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①②

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

４－（２） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

合計（再掲事業除く） 0

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 男女共同参画の啓発にあたっては、若者や男性の関心が高い分野を取り上げるとともに、実践的な活動への参画を促進するなど戦略的な事業開催や啓発を行います。＜総合政策部・教育委員会
＞
② 男性の家事・育児への参加、介護などの生活課題に応じた実践的な講座や、自立した生活に結びつく講座の開催および若者や男性の組織を越えたネットワークづくりを進め、多様な人材の育成を進
めます。＜総合政策部・教育委員会・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (３)男女共同参画の視点にたった学校等における教育・学習の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（３） 拡充 青少年向け啓発 本掲 ①④

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

1,728

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

４－（３） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①③

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（３）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①③

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

４－（３） 新規
地域で育む防災・防犯活
動支援事業

再掲 1-(2) ①

子どもが防災・防犯の知識や技
能を習得し、主体的に考え行動で
きるよう学習・体験活動を推進する
とともに、若者や女性、企業等の消
防団活動への理解や参加促進を
図ることで、地域防災力を高めるた
めの取組みを支援する。

防災危機
管理局

緊

学習・体験活動の取組方策につ
いて調査研究を行うため、検討会
を設置しモデル校で事業を検証し
ながら、活動マニュアルを作成し普
及を図る。
○検討内容：小学校５年生～６
年生を対象にした活動モデルマニュ
アル作成

(3,392) 緊急 (3,392)
－

４－（３） 教育課程説明会 本掲 ②

幼・小・中・特別支援学校におけ
る新しい教育課程の説明および情
報交換を行う。

教育委員
会学校教
育課

・教育課程協議会
小学校8/10 中学校8/1,2
特別支援教育8/5

-

・教育課程協議会
中学校部会8/4
小学校部会8/9

特別支援教育8/2

４－（３）
学校教育におけるキャリア教
育の実施

再掲 1-(5) ①

将来、児童生徒が自立した社会
の担い手として育つよう、発達段階
に応じたキャリア教育を実施する。
実施に当たっては、家庭教育協

力企業･協定締結企業や地域の
事業所等に協力を依頼する。

教育委員
会学校教
育課

・小学校
職場訪問、福祉体験等

・中学校
中学生チャレンジウィーク事業
(5日間の職場体験）

・高等学校
職の担い手育成事業
普通科におけるｷｬﾘｱ教育推進
事業

(8,273)

中学生チャレンジウィーク事業99校
県教委主催の県中学生チャレンジ
ウィーク支援会議
8/23 11/22 2/10

中学生ﾁｬﾚﾝｼﾞｳｨｰｸ5周年ﾌｫｰﾗ
ﾑ 2/10
高等学校
職の担い手育成事業 8校

４－（３）
小・中・高進路指導連絡協
議会の開催

再掲 1-(5) ③

小・中学校および高等学校の進
路指導担当教員を対象として進
路指導についての研究協議を行
う。

教育委員
会学校教
育課

・小学校進路指導主任連絡
協議会 5/20

・中高キャリア教育進路指導
連絡協議会 6/17

・高等学校進路指導連絡協議
会 5/16

・中高入試担当者連絡協議会
6/9

(-)

県教委主催の小学校進路指導
主任連絡協議会 5/21 5/27
中高キャリア教育進路指導連絡
協議会 6/18
高等学校進路指導連絡協議会
5/17
中高入試担当者連絡協議会
6/10

４－（３）
冊子「高等学校における進
路指導と学校の行う無料職
業紹介について」の発行

再掲 1-(5) ③
進路指導と、職業紹介業務の円

滑な実施に向けての手引き書を発
行する。

教育委員
会学校教
育課

・冊子発行 (-)

進路指導と職業紹介業務の円滑
な実施に向けての手引書を発行し
た。
進路指導連絡協議会にて県立・
私立高等学校および国立・県立
特別支援学校（高等部を置かな
い学校を除く。）を対象に説明を
行った。
平成23年3月新規高等学校卒業
予定者の採用に関する連絡協議
会にて各関係機関対象に説明を
行った。

４－（３） 教育の情報化研修 本掲 ③⑤

各学校・地域において、情報機
器や情報技術を活用した授業を
実践し、また校務を情報化するな
ど学校の情報化を推進する教員を
養成する。

総合教育
センター

・情報活用指導力の向上を支援
する研修、年間７回（７日間）を実
施
受講予定者３０名

-

・情報活用指導力の向上を支援
する研修、年間5回（5日間）を実
施
受講者28名

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 家庭、地域社会と協働し、性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、主体的に学び、考え、行動する姿勢を育む就学前や学校での教育を推進します。＜総務部・総合政策部・健康福祉部・
教育委員会・関係部局＞
② 進路指導に当たっては、児童生徒、学生一人ひとりが主体的に多様な選択ができるよう配慮した指導を行います。＜総務部・教育委員会＞
③ 教職員等自らが男女共同参画の理念を理解し、男女共同参画意識を高めるため、研修等の取組を推進します。＜総務部・総合政策部・健康福祉部・教育委員会＞
④ 高等教育機関における教育や研究活動において、男女の共同参画を推進します。＜総務部・関係部局＞
⑤ 学校教育を通じて、情報を伝える媒体（メディア）からもたらされる膨大な情報を主体的に読み解き活用する能力（メディア・リテラシー）の向上のための支援を行います。＜教育委員会＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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４－（３） 初任者研修 本掲 ③⑤
一般研修における情報教育研

修
対象：小、中、高、特別支援学校

総合教育
センター

・情報モラルの基礎知識や、情報
機器の活用等について研修を実
施予定
受講予定者３０３名

0

・情報モラルの基礎知識や、情報
機器の活用等について研修を実
施
受講者242名

４－（３） 10年経験者研修 本掲 ①③
１０年経験者を対象にした選択

研修
対象：小、中、高、特別支援学校

総合教育
センター

・性別による固定的な役割分担
意識をはじめとして男女をめぐる
様々な問題の根底に深く関わって
いるところに多様な角度から視点を
あて学ぶ
受講者４名／１３２名

0

・小中高校生用副読本の活用お
よび美術史から見た男女共同参
画について学ぶ「教職員のための
男女共同参画講座」を選択研修
として実施
受講者6名/83名

合計（再掲事業除く） 1,728
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施策の方向と取組 (４)自立意識の醸成、キャリア形成への支援

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（４） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ②③

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

４－（４） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（４） 拡充 女性のチャレンジ支援事業 再掲 2-(4)
①②
③

新たな社会的ニーズに対応して、
女性の多様なチャレンジや活躍を
支援するための取り組みを行う。
・女性のチャレンジ支援講座
・女性のチャレンジ支援ネットワーク
環境整備
・女性のためのチャレンジ相談事業
・チャレンジショップ支援事業
・マザーズビズカフェ事業

男女共同
参画セン
ター

緊

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援連絡会議の
開催
・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談
月2回
・チャレンジショップ支援
（起業サポーター、チャ
レンジショップアドバ
イザー）

・マザーズビズカフェの開催
月２回程度

・ﾆｭｰﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

(4,673) 緊急 (3,088)

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回 延べ299人

・ニューチャレンジ応援事業
年１回 90人

・女性の社会参画支援事業
年2回 71人

・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣
運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談

24回 60人
・チャレンジショップ支援

12店舗31人出店

４－（４） 新規 おうみしごと体験事業 本掲 ①

小学生から中学１年生を対象に、
多様な職業を紹介し、実際に仕事
の一部を体験することにより職業
観、勤労観を育む。

労働雇用
政策課

フェスタ開催費補助 3,000

４－（４）
学校教育におけるキャリア教
育の実施

再掲 1-(5)
①②
③

将来、児童生徒が自立した社会
の担い手として育つよう、発達段階
に応じたキャリア教育を実施する。
実施に当たっては、家庭教育協

力企業･協定締結企業や地域の
事業所等に協力を依頼する。

教育委員
会学校教
育課

・小学校
職場訪問、福祉体験等

・中学校
中学生チャレンジウィーク事業
(5日間の職場体験）

・高等学校
職の担い手育成事業
普通科におけるｷｬﾘｱ教育推進
事業

(8,273)

中学生チャレンジウィーク事業99校
県教委主催の県中学生チャレンジ
ウィーク支援会議
8/23 11/22 2/10

中学生ﾁｬﾚﾝｼﾞｳｨｰｸ5周年ﾌｫｰﾗ
ﾑ 2/10
高等学校
職の担い手育成事業 8校

４－（４）
小・中・高進路指導連絡協
議会の開催

再掲 1-(5)
①②
③

小・中学校および高等学校の進
路指導担当教員を対象として進
路指導についての研究協議を行
う。

教育委員
会学校教
育課

・小学校進路指導主任連絡
協議会 5/20

・中高キャリア教育進路指導
連絡協議会 6/17

・高等学校進路指導連絡協議
会 5/16

・中高入試担当者連絡協議会
6/9

(-)

県教委主催の小学校進路指導
主任連絡協議会 5/21 5/27
中高キャリア教育進路指導連絡
協議会 6/18
高等学校進路指導連絡協議会
5/17
中高入試担当者連絡協議会
6/10

４－（４）
冊子「高等学校における進
路指導と学校の行う無料職
業紹介について」の発行

再掲 1-(5)
①②
③

進路指導と、職業紹介業務の円
滑な実施に向けての手引き書を発
行する。

教育委員
会学校教
育課

・冊子発行 (-)

進路指導と職業紹介業務の円滑
な実施に向けての手引書を発行し
た。
進路指導連絡協議会にて県立・
私立高等学校および国立・県立
特別支援学校（高等部を置かな
い学校を除く。）を対象に説明を
行った。
平成23年3月新規高等学校卒業
予定者の採用に関する連絡協議
会にて各関係機関対象に説明を
行った。

合計（再掲事業を除く） 3,000

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 子どものときから就業の重要性を認識し、幅広い職業選択や仕事をする生きがいおよび意義を学ぶ機会をもち、主体的に進路を選択できる力を身につける教育・体験活動を充実します。＜総合政策
部・健康福祉部・商工観光労働部・教育委員会＞
② 男女がそれぞれのライフスタイルに沿った形で自らのキャリアプランが描けるよう、就職する前、あるいは再就職する前の段階でのキャリア教育を充実します。＜総合政策部・商工観光労働部・関係部局
＞
③ 女性の就業、地域活動、家庭生活などそれぞれの活動を両立する生き方が尊重され、身につけた能力が活かせるようキャリア支援の充実を図ります。＜総合政策部・商工観光労働部・関係部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (５)男女共同参画を推進する人材の育成

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（５） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
④

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（５）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4)
①②
④

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

４－（５） 県民活動支援の総合推進 本掲 ③

様々な分野にわたるボランティア
等の県民活動を総合的に支援す
るため、「県民の社会貢献活動促
進のための基本的な考え方」に基
づき、県民活動の普及促進に努め
るとともに、行政や企業とともに新し
い公共の担い手として期待されるＮ
ＰＯ等への支援を行う。

県民活動
生活課

・しがＮＰＯ協働推進プロジェクト
・「企業人を市民活動に誘おう！」
協働プロジェクト

3,232

・しがＮＰＯ協働プロジェクトの実施
協働ふらっとカフェ 4回
参加137名
協働推進セミナー 2回
参加89名

・地域に飛び出せ！企業・ＮＰＯ
マッチング事業の実施
講演実施 1回 参加22名

４－（５）
淡海ネットワークセンター支
援事業

再掲 2-(2) ③

地域づくりやまちづくり、福祉、環
境、文化等の様々な分野における
県民の自主的な社会貢献活動を
総合的に支援することを目的とする
(公財)淡海文化振興財団の運営
に必要な支援を行う。

県民活動
生活課

・情報提供事業
・市民活動組織基盤強化
事業

・人材育成事業
・未来ファンドおうみ事業

(55,375)

・情報提供事業
・市民活動促進基盤強化事業
・人材育成事業
第11期生25名が活動

・おうみＮＰＯ活動基金事業
2010助成 5団体
びわこ市民活動応援助成事業
5団体

４－（５） NPO・県政早わかり講座 本掲 ③

県内でＮＰＯ向けに一連の講座
を行っている中間支援組織と連携
し、ＮＰＯ法人設立・運営や県政
の仕組み、施策について県職員が
講義を行う。これにより、一般県民
とＮＰＯ等の相互理解を深め、社
会貢献に係る活動や地域課題解
決に向けた取組の推進を図る。

県民活動
生活課

年間10回程度実施予定 －
年間10回程度実施予定
4回実施

４－（５）
県地域女性団体連合会事
業補助

再掲 1-(2)
①
②
④

青少年・高齢者問題等の対応、
女性の地位向上のため県地域女
性団体連合会が実施する諸事業
及びまちづくりの核となる地域女性
団体の資質向上や組織の活性化
を図るための事業に要する経費の
一部を補助する。

教育委員
会生涯学
習課

・ちふれんパワーアップセミナーの開
催
・石けん使用運動環境美化活動
・男女共同参画社会推進のため
の研修会

(700)

・団体長会、県地域女性団体研
究大会の開催
・水環境保全活動
・地域デビューリーダー養成講座22

４－（５） 家庭教育活性化推進事業 再掲 1-(1)
①

親同士の「語り合いを通した親育
ち」を促進するために作成した「家
庭教育学習資料」を活用した学習
を進行する進行役を養成する。

教育委員
会生涯学
習課

・ＰＴＡ子育て学習
講習会
（県内5か所で実施）

(236)
・ＰＴＡ子育て学習
講習会
（県内5か所で実施）

４－（５） 企業内家庭教育促進事業 再掲 1-(1) ②

企業に勤務する保護者や、企業
関係者などの参加を得て、家庭教
育への参加に関する課題などを
様々な視点から取り上げる学習講
座を開催の支援をする。

教育委員
会生涯学
習課

・企業内家庭教育学習講座の支
援

(-)
・企業内家庭教育学習講座の支
援
（２企業３講座実施）

合計（再掲事業除く） 3,232

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 地域や職場で、主体的に男女共同参画を推進する団体やリーダーの育成を行います。【再掲】＜総合政策部・関係部局＞
② 身近な家庭生活の中から男女共同参画が実践されるよう、家庭教育や生涯学習などの担い手となる人材を育成します。【再掲】＜総合政策部・教育委員会＞
③ ＮＰＯ等が行う社会的活動に対して、活動しやすい環境整備や必要な情報の提供などを行い、主体的な取組を促進します。＜総合政策部・全庁＞
④ 地域の多様な活動団体において、男女共同参画の視点をもって組織の運営や活動がされるよう担い手となる人材を育成します。＜総合政策部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (６)公共の場における男女共同参画の視点に立った表現の促進

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（６）
マス・メディアに対する協力
要請

本掲 ①②

マス・メディアに対して、男女共同
参画行政の推進に関して、積極的
かつ前向きな報道がなされるよう、
あらゆる機会を捉えて協力を要請
する。

男女共同
参画課

随時 - 随時

４－（６） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①③

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

４－（６） 男女共同参画推進員制度 再掲 5-(1) ④

県政のあらゆる分野へ男女共同
参画意識を浸透させ、男女共同
参画社会の実現に向けた取組を
強力に推進するため、県の全機関
の管理的立場にある職員を男女
共同参画推進員として配置し、研
修を行う。
・行政刊行物の作成に当たっての

配慮

男女共同
参画課

・男女共同参画推進員研修の実
施
平成23年6月9日

(94)

・推進員 274人
・男女共同参画推進員研修
平成22年5月27日
講演「ワーク・ライフ・バランスは実

践の段階に」
講師 東レ経営研究所 渥美

由喜氏

４－（６） 研修講座事業 再掲 4-(1) ①

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

４－（６）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

４－（６） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 情報を伝える媒体（メディア）による不適切な性・暴力表現等の排除に向けた社会的気運を高めるよう、広報・啓発や学習機会の充実を図ります。＜総合政策部・関係部局＞
② 情報を伝える媒体（メディア）の送り手における男女の人権、とりわけ女性の人権を尊重する自主的な取組がされるよう、協力を要請します。＜総合政策部・関係部局＞
③ 不適切な性・暴力表現を扱ったインターネット上の情報や出版物など青少年を取り巻く有害環境の浄化活動や、青少年が有害環境に誘惑されることなく自らを大切にする心をはぐくむような広報啓発
活動を推進します。＜健康福祉部・警察本部・関係部局＞
④ 行政の広報・刊行物などにおいて、固定的な性別役割をイメージする表現や性差別的な表現がないか、あるいは結果的にこれを容認する表現になっていないかを点検し、是正します。＜総合政策部・
全庁＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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４－（６）

性風俗関連特殊営業の規
制および把握事業(インター
ネットによるアダルトサイト等
の監視および検挙活動等
の実施)

再掲 3-(3)

ア．規制対象となっている映像送
信型性風俗特殊営業および無店
舗型電話異性紹介営業（ツー
ショットダイヤル）の無届営業、年少
者へのアダルト画像送信禁止措置
および年少者のツーショットダイヤル
利用禁止措置等がなされているか
を確認するとともに、検挙等を図る
ことにより風俗環境の浄化に努め
る。
イ．小中校生及びＰＴＡ関係者に
対するサイバー犯罪防止、サイバー
犯罪被害防止教室等、講演活動
の推進。

警察本部
生活環境
課・少年
課

・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100％普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・インターネット利用による児童ポル
ノ事件の取締り
・ボランティアのサイバーパトロールス
タッフを新規公募により再編強化し
た上で、サイバーパトロールスタッフ
等と連携したサイバーパトロールの
積極的な推進（インターネットにお
ける児童ポルノ関係事犯も含む）
・インターネットホットラインセンター
から警察庁経由で通報される違
法情報の全国協働捜査方式によ
る取締りの推進
・児童等を性被害等から守るため
の携帯電話におけるフィルタリング
対策の推進
・サイバー空間における犯罪被害
防止、利用者モラル向上のための
サイバーセキュリティカレッジ（講演
等）の積極的な推進

(-)

【平成22年中検挙実績等】

・児童買春・児童ポルノ法 24件
16人（うち児童ポルノ事件は20件
13人）
・サイバー犯罪 52件39名
・風営法違反 4件11名1法人
・児童が使用する携帯電話にかか
るフィルタリングの100㌫普及を目
指した携帯電話販売店に対する
要請活動
・サイバーパトロールスタッフ等と連
携したサイバーパトロールを推進
し、プロバイダ等に対し、悪質な違
法有害情報等の削除依頼をし、
16件を削除させた。
・生徒、教師、ＰＴＡ、少年補導員
等に対して積極的なサイバーセ
キュリティカレッジ（講演等）を行い、
67回、延べ8887人に対してイン
ターネット利用による犯罪被害防
止、マナーアップ啓発を実施した。

合計（再掲事業除く） 0
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施策の方向と取組 (７)男女共同参画に関する調査・研究の推進

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（７）

「地方公共団体における男
女共同参画社会の形成ま
たは女性に関する施策の推
進状況」調査

再掲 5-(1) ①

毎年４月１日現在の県および市
町における男女共同参画に係る行
政組織および施策の状況等を調
査し、結果を取りまとめて情報提供
する。

男女共同
参画課

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

(158)

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

４－（７）
男女共同参画の推進に関
する調査研究

本掲 ①③

男女共同参画推進条例第17条
の規定に基づき、男女共同参画
施策を策定し、効果的に実施する
ため、性別による差別的取扱い
等、男女共同参画の推進を阻害
する要因等について、必要な情報
の収集、分析ならびに調査研究を
行う。

男女共同
参画課

企業と地域、ＮＰＯ等の団体や行
政が連携協働し、仕事と子育ての
両立を支援していくサポートモデル
についての調査研究

1,740

・県内の団体、大学、事業者等に
おける男女共同参画の取組を調
査（労政能力開発課との連携によ
り実施）

４－（７） 調査研究事業 本掲 ③
男女共同参画に関する様々な分
野にかかる調査研究を進める。

男女共同
参画セン
ター

・大学等との連携による客員研究
員制度の構築

-

合計（再掲事業除く） 1,740

平成２３年度
事業概要

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 県民の意識や実態、様々な場への女性の参画状況など、男女共同参画の推進状況を継続的かつ定期的に調査・把握し、男女共同参画の推進を阻害する要因について分析し、施策に活かします。
＜総合政策部＞
② 男女共同参画に関する国内外の情報や統計等の収集に努めるとともに、広く提供します。＜総合政策部＞
③ 大学等と連携、協働して、男女共同参画に関する様々な分野の調査研究を進めます。＜総合政策部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (８)国際的な取組との協調

① 男女共同参画に関する国際的な取組などについての情報の収集に努め、広く提供します。〈総合政策部〉

うち
緊急雇用
光交付金等

４－（８）
男女共同参画に関する国
際的な取組についての情報
収集

本掲 ①
男女共同参画に関する国際的

な取組や動向の把握を行い、調査
報告書など情報の収集を行う。

男女共同
参画課

・国際的な取組、動向、調査報
告等資料の収集

-
・国際的な取組、動向、調査報
告等資料の収集

合計（再掲事業除く） 0

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

平成２３年度
事業概要

新規
拡充
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重点目標５：政策・方針決定過程への女性の参画促進

施策の方向と取組 (1)行政における女性の参画拡大

うち
緊急雇用
光交付金等

５－（１）
審議会等における女性の参
画促進

本掲 ①

附属機関、附属機関に準ずる機
関等それぞれについて、登用状況
の把握に努めるとともに、行政委員
会委員も含めた女性の登用を、担
当部局に対して積極的に働きかけ
る。

男女共同
参画課

・登用状況の公表(5/24)
32.7%(22年度末現在）
・委員改選時に関係各課に女性
の登用促進を要請

-

・登用状況の公表(5/17)
33.3%(21年度末現在）

・委員改選時に関係各課に
女性の登用促進を要請

５－（１）
滋賀県女性有識人材情報
事業

本掲 ①③

県内在住・在勤者を中心に、各
方面で活躍中の人材を把握し、本
人の承諾に基づき本人自身から入
手した情報を収集、データベースに
登録し、関係機関の求めに応じて
情報提供を行う。

男女共同
参画課

・様々な分野で活躍する女性情
報を収集し、情報提供

-
・様々な分野で活躍する女性情
報を収集し、情報提供（登録者
数335人）

５－（１） 男女共同参画推進員制度 本掲 ④

県政のあらゆる分野へ男女共同
参画意識を浸透させ、男女共同
参画社会の実現に向けた取組を
強力に推進するため、県の全機関
の管理的立場にある職員を男女
共同参画推進員として配置し、研
修を行う。
・各種審議会等への女性の参画
促進
・女性の職域拡大、積極的な職
務配置

男女共同
参画課

・男女共同参画推進員研修の実
施
平成23年6月9日

94

・推進員 274人
・男女共同参画推進員研修
平成22年5月27日
講演「ワーク・ライフ・バランスは実

践の段階に」
講師 東レ経営研究所 渥美

由喜氏

５－（１）
市町に対する啓発事業の
展開

本掲 ⑤

市町長等三役に対する直接的
な働きかけ、市町議会議員研修お
よび職員研修における講演の実施
を、あらゆる機会を捉えて積極的に
行う。

男女共同
参画課

随時 - 随時

５－（１）

「地方公共団体における男
女共同参画社会の形成ま
たは女性に関する施策の推
進状況」調査

本掲
①④
⑤

毎年４月１日現在の県および市
町における男女共同参画に係る行
政組織および施策の状況等を調
査し、結果を取りまとめて情報提供
する。

男女共同
参画課

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

158

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

５－（１）
自治大学校第一部特別研
修

本掲

中堅幹部として必要な政策形成
能力および行政管理能力を修得
し、かつ全体の奉仕者としての意識
の向上を図るため、自治大学校へ
研修派遣を行う。

人事課 ・中堅幹部職員１名を派遣 229 ・副主幹級職員１名を派遣

合計（再掲事業除く） 481

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 県の審議会等委員については、推薦団体への協力要請や人材の発掘と育成に努め、あて職規定の見直しも含め、女性のいない審議会等の解消など女性委員の登用拡大を進めます。＜全庁＞
② 県の行政委員会委員への女性の登用を促進します。＜総務部・行政委員会＞
③ 様々な分野で活躍する女性の発掘・把握に努めるとともに、女性有識者人材情報を整備し、活用を図ります。＜総合政策部・全庁＞
④ 県の率先行動として、女性の職員について、採用、昇任、管理職への登用や職域の拡大を積極的に進めます。また、管理職への登用に向け、研修の実施等、長期的な視野に立った人材育成を行う
とともに、管理職をはじめとする職員等への意識啓発を行います。＜総務部・総合政策部・全庁＞
⑤ 市町における審議会等委員や行政委員会委員への女性の登用促進および女性の職員の管理職への登用や職域拡大がされるよう、必要な情報の提供などの支援を行います。＜総務部・総合政策
部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

平成２３年度
事業概要

新規
拡充
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施策の方向と取組 (2)事業者における女性の参画拡大への働きかけ

うち
緊急雇用
光交付金等

５－（２）
「パートナーしがの強調週
間」啓発

再掲 1-(2) ①

県の強調週間（１０月）において、
チラシ作成による啓発を行うほか、
県、市町、民間が連携・協調して
男女共同参画の推進に取り組む。

男女共同
参画課

・啓発チラシの作成
・県市町集中啓発
・啓発ポスターによる広報・啓発

(425)

・パートナーしがの強調週間
啓発(10月10日～17日)

ちらし5,500部、
ポスター2,200部作成
後援：37企業・団体
県市町の取組：77事業

５－（２）
事業者等に対する啓発事
業の展開

再掲 2-(1) ①

事業者団体研修および企業内
研修などにおける講演等の実施
を、あらゆる機会を捉えて積極的に
行う。

男女共同
参画課

随時 (-) 随時

５－（２）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4) ①

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

５－（２） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ①
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

５－（２） 新規 男女雇用機会均等の推進 再掲 2-(2) ①

職場における男女の均等な機会
と待遇の確保について､一層の定
着を図るため、労使をはじめ、社会
一般の認識と理解を深めるため、
セミナーを開催する｡

労働雇用
政策課

・基本セミナーの開催
・実践セミナーの開催

(557)
・男女協働セミナーの開催
6月29日（火）コラボしが21
参加者数 83名

５－（２）
農業・農村男女共同参画
推進事業

再掲 2-(4) ③

女性の農業従事者が地域活動
の先導的な役割を果たし、農業・
農村における女性の活動が多様で
充実したものとなるよう、農業経
営・社会参画全般に対する知識・
技術習得を支援する。

農業経営
課

・男女共同参画促進会議の開催
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」の啓発お
よび記念行事の開催
・農業者に対する講座、研修会等
の開催

(1,200)

・各地域における家族経営協定の
締結促進
・男女共同参画推進対策検討会
の開催
・「農山漁村女性の日」記念行事
にかかるポスターの掲示
・「農山漁村女性の日」記念行事
の開催
5地域 316名

・担い手講座の開催
3地域 277名

・能力向上講座の開催
6地域 376名

合計（再掲事業除く） 0

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

① 女性の管理職や役員等への登用を促進するため、関係機関等と連携をとりながら、社会的気運を高める啓発を行います。＜総合政策部・商工観光労働部・関係部局＞
② 商工業等の自営業において、経営などの方針決定の場へ女性の参画が進むよう、能力開発のための取組を推進します。＜商工観光労働部＞
③ 農林漁業において、経営などの方針決定の場へ女性の参画が進むよう、能力開発のための取組を推進し、女性起業リーダーの育成を進めるとともに、交流や情報交換の場を提供します。＜琵琶湖環
境部・農政水産部＞

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

平成２３年度
事業概要

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

新規
拡充
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施策の方向と取組 (３)民間団体や地域活動における女性の参画拡大への働きかけ

うち
緊急雇用
光交付金等

５－（３）
「パートナーしがの強調週
間」啓発

再掲 1-(2) ①

県の強調週間（１０月）において、
チラシ作成による啓発を行うほか、
県、市町、民間が連携・協調して
男女共同参画の推進に取り組む。

男女共同
参画課

・啓発チラシの作成
・県市町集中啓発
・啓発ポスターによる広報・啓発

(425)

・パートナーしがの強調週間
啓発(10月10日～17日)

ちらし5,500部、
ポスター2,200部作成
後援：37企業・団体
県市町の取組：77事業

５－（３）

「地方公共団体における男
女共同参画社会の形成ま
たは女性に関する施策の推
進状況」調査

再掲 5-(1) ②

毎年４月１日現在の県および市
町における男女共同参画に係る行
政組織および施策の状況等を調
査し、結果を取りまとめて情報提供
する。

男女共同
参画課

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

(158)

・資料「市町における男女共同参
画推進状況」｢図で見る滋賀の男
女共同参画推進状況｣として取り
まとめ、情報提供

５－（３）
地域団体等に対する啓発
事業の展開

本掲 ②③

自治連合会等の地域団体が開
催する研修会などにおける講演等
の実施を、あらゆる機会を捉えて積
極的に行う。

男女共同
参画課

随時 - 随時

５－（３） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

５－（３）
県民交流エンパワーメント
事業

再掲 5-(4)
①②
③

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

(704)

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

５－（３）
減災協働コミュニティ滋賀モ
デル推進事業

再掲 1-(2) ③

地域における自助、共助の担い
手である住民、企業・団体、学
校、ＮＰＯ等の構成員が連携、協
働の下、減災力、防災力を発揮す
るための実践・活動モデルを推進す
る。

防災危機
管理局

①モデル事業推進支援
ア 情報提供（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）
イ モデル事業に対する補助金交
付 （５件）
ウ 企画・検討支援
②モデル事業の評価

(2,206)

減災協働コミュニティ滋賀モデル構
築事業
①活動事例調査
②検討会の開催
③活動交流会の開催

５－（３） 新規
地域で育む防災・防犯活
動支援事業

再掲 1-(2) ③

子どもが防災・防犯の知識や技
能を習得し、主体的に考え行動で
きるよう学習・体験活動を推進する
とともに、若者や女性、企業等の消
防団活動への理解や参加促進を
図ることで、地域防災力を高めるた
めの取組みを支援する。

防災危機
管理局

緊

女性、若者、企業などへの働きか
けとして消防学校一日体験入校
を実施し、消防団活動への理解を
深め入団の契機とする。
募集人員：100人程度
事業内容：避難誘導訓練、

救助活動等

(3,392) 緊急 (3,392)
－

合計（再掲事業除く） 0

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

平成２３年度
事業概要

① 民間団体における運営や方針決定の場への女性の参画が進むよう、関係機関等が連携を取りながら、必要な情報の提供などの支援を行います。＜全庁＞
② 自治会や、ＰＴＡなどの地域活動における運営・方針決定の場への女性の参画が進むよう、市町と連携して、情報の収集や提供を行うとともに、定期的に実態の把握に努めます。＜総合政策部・関係
部局＞
③ 防災（災害復興を含む。）、防犯、地域おこし・まちづくり、観光、環境等の分野における方針決定の場への参画など女性の活躍が促進されるよう、必要な情報の提供などの支援を行います。＜関係
部局＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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施策の方向と取組 (４)女性のエンパワーメントの促進

うち
緊急雇用
光交付金等

５－（４） 拡充 青少年向け啓発 再掲 4-(3) ①④

男女が互いの性を尊重し、こころ
とからだを大切にする気持ちを持
ち、対等なパートナーシップを築くこ
とができるよう、副読本の作成、配
布等により青少年を対象とした啓
発を行う。

男女共同
参画課

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
・モデル事業の実施
・デートＤＶ防止普及啓発（リーフ
レット作成）

(1,728)

・小中高校生用副読本の印刷、
配布
小 16,400部
中 15,670部
高 15,000部

・小学生用副読本の改訂
副読本改定編集委員会の開催

・中学生用副読本を活用したモデ
ル授業の実施（草津中学校１年
生）

５－（４）
女性団体に対する啓発事
業の展開

本掲
①②
③④

女性団体が開催する研修会など
における講演等の実施を、あらゆる
機会を捉えて積極的に行う。

男女共同
参画課

随時 - 随時

５－（４） 研修講座事業 再掲 4-(1)
①②
③

男女共同参画に関する多様な
学習機会を提供するとともに、地
域や職場、団体等におけるリーダー
層の育成と取組み能力の向上を
図るための研修講座を開催する。

男女共同
参画セン
ター

･さんかく塾 年５回
･働く女性のキャリアアップ講座 年
２回
・教職員さんかく講座 年２回
･市町担当職員エンパワーメント講
座 年３回
・さんかく実践講座 年５回
・公開講演会 年１回

(1,138)

地域・職場・家庭などで実践につ
ながることを目的に、子育て世代や
教職員など対象別と介護・防災な
ど課題別の講座研修を開催した。
・さんかく塾
新家族セミナー
年3回 103人
ウェルカムセミナー
年5回 200人
地域密着課題セミナー
年5回 95人
実践力アップセミナー
年3回 111人

・市町担当職員等エンパワーメント
講座
年2回 42人

・教職員等の男女共同参画講座
年2回 55人

・公開講演会
年1回 397人

５－（４） 拡充 女性のチャレンジ支援事業 再掲 2-(4)
①②
③④

新たな社会的ニーズに対応して、
女性の多様なチャレンジや活躍を
支援するための取り組みを行う。
・女性のチャレンジ支援講座
・女性のチャレンジ支援ネットワーク
環境整備
・女性のためのチャレンジ相談事業
・チャレンジショップ支援事業
・マザーズビズカフェ事業

男女共同
参画セン
ター

緊

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援連絡会議の
開催
・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談
月2回
・チャレンジショップ支援
（起業サポーター、チャ
レンジショップアドバ
イザー）

・マザーズビズカフェの開催
月２回程度

・ﾆｭｰﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

(4,673) 緊急 (3,088)

・女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援講座
年12回 延べ299人

・ニューチャレンジ応援事業
年１回 90人

・女性の社会参画支援事業
年2回 71人

・ＨＰ｢ﾁｬﾚﾝｼﾞｻｲﾄしが｣
運営
・女性のためのﾁｬﾚﾝｼﾞ相談

24回 60人
・チャレンジショップ支援

12店舗31人出店

５－（４）
県民交流エンパワーメント
事業

本掲 ②

男女共同参画に取り組む県民、
団体等との参画・交流、連携活動
の場づくりや自主活動への支援を
行う。

男女共同
参画セン
ター

・これなら学べる！さんかく出前講
座・出前授業の実施
・G-NETしが推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
・しがWO･MANネット講座開催

704

・これなら学べる！さんかく
出前講座の実施
32回 1,565人

・推進員研修会
・しがWO･MANネット会議開催
1回 32人

・「G-NETしがﾌｪｽﾀ」開催
11月15日 延べ3,509人

・しがWO･MANネット講座の開催
15講座 276人

５－（４） 情報収集発信事業 再掲 4-(1) ④
男女共同参画に関する情報、施
策を広く収集・提供し、情報誌を
通じ啓発を行う。

男女共同
参画セン
ター

緊
・男女共同参画情報誌の
発行 年４回

・図書資料の整備等
(5,653) 緊急 (3,714)

・男女共同参画情報誌の
発行 年４回 各8,500部

・図書資料の整備等

５－（４）
子育て期支援託児室運営
事業

本掲
①②
③④

子育て時期にある女性、男性の
センター事業への参加を支援する
ために、託児室を運営する。

男女共同
参画セン
ター

・託児業務委託 503

男女共同参画センター事業への
働く男女や子育て中の男女など多
様な立場の人たちの参加を促進
するとともに、子育て期の男女の社
会参画を支援するための託児室の
運営を委託した。

利用者数 428人

５－（４） 選挙啓発事業 本掲 ①
女性の政治意識の向上と政治

参加の促進を図るため、女性リー
ダー選挙講座を開催する。

自治振興
課

・女性リーダー選挙講座
期日：平成23年７月９日
県立男女共同参画センター

60

・女性リーダー選挙講座
期日：平成22年10月21日
県立男女共同参画センター
35人参加

５－（４） 拡充
働く女性のキャリアアップ講
座

再掲 2-(4) ①

あらゆる分野において男女が平
等に活躍できるよう、職場における
中堅女性リーダーを対象にキャリア
アップ講座を開催する｡

労働雇用
政策課

・キャリアアップ講座の開催 (313)

・キャリアアップ講座の開催
11月18日(水）、24日(水）
コラボしが21
参加者数 延べ116名

予算額
(千円)

平成２２年度
事業実績

平成２３年度
事業概要

① 女性が積極的に方針決定の場へ参画するよう、各種講座や研修会などを通じて人材の育成を行います。＜総務部・総合政策部・関係部局＞
② 女性団体・グループ等のネットワークづくりの支援や、主体的に地域で活躍する団体・グループ等を育成するとともに、活動の拠点づくりを進めます。＜総合政策部・関係部局＞
③ 様々な分野で活躍する働く女性の情報交換の場づくりやネットワークづくりなどの主体的な活動を支援します。＜総合政策部＞
④ 様々な分野で挑戦し、活躍する女性を応援するとともに、将来像やキャリア形成のモデル（ロールモデル）として広く紹介します。＜総合政策部＞

重点
目標

事 業 名
再掲
事業

本掲
箇所

取組
番号

事 業 内 容 所管課
緊急
雇用
事業

新規
拡充
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５－（４）
(財)県婦人会館ゼミナール
事業補助

本掲
②
③

女性の生涯にわたる様々な課題
に対するセミナー・教養講座等の研
修事業に補助する。

教育委員
会生涯学
習課

・しが元気セミナー
・婦人会館のつどい
・会館交流研修会

300

・ワーク・ライフ・バランス
シンポジウムを開催
・婦人会館のつどい
・会館交流研修会

合計（再掲事業除く） 1,567
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